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   課題名  A-071 成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予測の不確実性評価に関

する研究 

課題代表者名 今村 隆史（独立行政法人国立環境研究所大気圏環境研究領域） 

 

研究期間 平成19－21年度 合計予算額  176,236千円（うち21年度 57,598千円） 

※予算額は、間接経費を含む。 

研究体制 

（１）熱帯対流圏界面領域における水蒸気変動に関する研究（北海道大学） 

（２）成層圏大気の滞留年代の決定に関する研究（宮城教育大学） 

（３）オゾン層変動の再現性と将来予測精度評価に関する研究（独立行政法人国立環境研究所） 

（４）太陽放射と極振動によるオゾン分布の変動解析に関する研究（東京大学） 

 

研究概要 

１．序（研究背景等） 

オゾン層に関係する化学・物理過程を図1に

まとめた。対流圏大気に放出されたフロンやハ

ロンなどのオゾン層破壊物質（ODS）やCO2な

どの温室効果気体（GHG）、更には水蒸気など

の物質は、赤道上空の対流圏界面を流入口とし

て、成層圏に輸送される。成層圏に輸送された

微量気体は成層圏での大気の循環によって成

層圏の様々な領域に輸送される。微量気体は成

層圏でのオゾンの生成・分解に係る化学反応や

南極上空などでの独特のオゾンホール化学反

応に影響を及ぼす。またオゾン層は、様々な摂

動（例：太陽活動、火山噴火などの自然活動、

対流圏での化学や気象）の影響を受ける。更に、

成層圏オゾン層と対流圏気候の変化は相互に

影響を及ぼしあう。  

成層圏オゾン層の破壊は、人間活動に伴いフロンやハロンの放出量が増大したことにより、成層

圏で、フロンやハロンから放出される塩素・臭素（以上をまとめてハロゲンと略す）が関与する連

鎖的なオゾン分解サイクル（ClOxやBrOxサイクルなど）の速度が増大したことに起因している。実

際、1980年代前半の大気中のハロゲン濃度（等価有効成層圏塩素量EESCで表す）は、1.8 ppb（1978

年）から2.2 ppb（1983年）と5年間に20 ％（年平均で4 %/yr）増加している（例えばCO2の増加率

は大体0.5 %/yr。これに比べると、当時のフロン・ハロンの増加率が著しく大きいことが分る）。

このため、オゾン層保護として、フロンやハロンなどのODSの廃止や削減などの取り組みが行われ

てきた。その結果、大気中のフロンやハロンの総量は、成層圏においても 2000年頃までに減少傾向

に転じた。一方、フロン・ハロン類の多くは大気寿命が100年程度と長いため、今後の大気中濃度

の減少は1 %/yr程度にとどまる。  

 一方、CO2などのGHGをはじめとする成層圏大気成分の状況は1980年前後とは既に大きく異なっ

ており、GHG濃度は今なお増加傾向にある。また、成層圏中緯度における水蒸気量の増加傾向を示

唆する報告もなされている。更に、対流圏の気候の変化が成層圏での大気の循環にも何らかの影響

を与え得るとの指摘もある。以上の様に、GHGの増加が水蒸気の増加をはじめとする成層圏の化学

的・物理的な状況の変化をもたらし、オゾン層の今後に影響を及ぼすとするいくつかの仮説も提案

されている。例えば、「CO2などのGHGの増加は成層圏を冷却する方向に働き、極成層圏雲（PSC）

形成を促進し、極域オゾン分解を加速する方向に働く」、「水蒸気の増加に伴い、HOxオゾン分解

サイクルが加速され、ClOxサイクルの減少を相殺する」、「対流圏の温暖化は成層圏の大気の循環

を加速する方向に働く。その結果、フロン・ハロンの大気寿命を短縮することで、オゾン層の回復

を促進する」などがある。  

 大気成分や気候などの長期的な変化は、太陽活動の変動などによる成層圏プロセスへの摂動によ

って変調されるほか、成層圏の変化が対流圏プロセス（特に対流圏の気候）に及ぼす影響が間接的

に成層圏にフィードバックされる可能性も考慮する必要がある。  

 
 

図1. オゾン層の変化に影響を及ぼしうる成層圏

でのプロセス 
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 以上のことを考慮に入れると、今後のオゾン層の長期的な変化の予測精度を上げるためにも、ま

たオゾン層の回復を確かなものにするためにも、フロン・ハロン濃度に加え、オゾン層に影響を及

し得る成層圏での化学や力学過程に長期的な変化がないか、GHGの増大や対流圏気候の変化がオゾ

ン層にどの様に影響を及ぼし得るか、を明らかにすることが必要である。  

 

２．研究目的  

本研究課題では、今後のODS濃度の減少から期待されるオゾン層の回復を如何に確実なものにす

るか、に答えるための科学的知見を得る事を目的としている。そのためには、オゾン層変動の将来

予測に用いている現在の数値モデルの精度･確度の評価はもちろんのこと、今後のオゾン層変動に

影響を及ぼしうる要因の長期変化の検出も重要である。例えば、「中緯度成層圏での増加が指摘さ

れている水蒸気（HOxオゾン分解サイクルの基になる物質）は本当に増加しているのか？」、「成

層圏水蒸気量の変動は、対流圏からの流入量の変動が原因か？」、「対流圏での温暖化は成層圏の

大気の循環を加速するとの指摘もあるが、過去数十年間に成層圏の大気循環は実際に強められてい

るのか？」などはオゾン層の長期変化を占う重要な要素である。更に、気候変動とオゾン層変動の

相互作用は、今後のオゾン層の変動（ならびに気候変動）を考える上で重要な問題であり、気候－

オゾン層の相互作用は太陽活動や火山活動などの自然活動（摂動）の影響を増幅（あるいは緩和）

する可能性もある。  

そこで、本課題では、気候変動との相互作用の視点も意識しつつ、今後のオゾン層変動を左右し

得る成層圏プロセスとして、成層圏水蒸気ならびに成層圏大気の循環の問題に焦点をおいた。更に、

化学－気候相互作用の観点から、太陽活動や温室効果気体の変化によるオゾン層への影響を、数値

モデルを活用して評価することを目的とした。 

以上の点を踏まえ本課題では、1）対流圏から成層圏への水蒸気の流入領域における水蒸気分布

とその長期的変動の検出ならびに脱水機構の解明、2）成層圏大気の平均年代（mean age of air）の

決定と大気年代の長期的な変化の有無の検出、3) 現在のオゾン層将来予測モデルによる成層圏プロ

セスの再現精度・確度の検証と数値モデルの改良ならびにオゾン層の長期変化に対する温室効果気

体の増加の影響評価、4）太陽活動や気候変動による成層圏の変化ならびに成層圏の変化による対

流圏の化学場や気象場の変化の解明、を目標とした。 

本課題では上記の研究目標を達成するため、 4つのサブテーマを設定した。それぞれのサブテー

マで取り扱う研究対象は以下の通りである。  

（１）成層圏水蒸気に関する研究： 対流圏から成層圏への物質の流入口にあたる熱帯域の対流圏

界面近傍において、水蒸気、オゾン、雲粒子、気象要素の複数地点・準同時観測を実施する。また

放射過程を考慮した流跡線解析や同一空気塊の追跡観測（MATCH観測）事例も含めた観測データ

の解析ならびに数値モデル実験から、成層圏の水蒸気濃度の決定メカニズムを明らかにする。また

過去の水蒸気やオゾンの観測データの解析から熱帯対流圏界面近傍での水蒸気やオゾンの長期変

化の検出を行う。 

（２）成層圏大気の滞留年代に関する研究： 大気球を用いて日本上空成層圏の大気のサンプリン

グを実施、その大気試料の精密なガス分析を通して、対流圏上部から成層圏にかけての高度領域に

おける大気年代の決定法の評価ならびに正確な大気滞留年代決定を行う。また、保存されている過

去の大気試料やデータの再解析を実施することにより、成層圏大気の年代の長期的な変化や緯度依

存性の有無を明らかにする。 

（３）オゾン層の将来予測に関する研究： 成層圏化学気候モデル（CCM）を用いた数値実験の結

果について、オゾン分布、オゾン量の時系列変化、更には極渦の強度や崩壊時期など力学要素の再

現性に注目して、その再現性を評価する。また2100年までの長期積分実験（数値実験）を行い、ODS

やGHGの排出シナリオを変えた数値実験から、特にGHGの増加がオゾン層の変化ならびにオゾン層

の回復時期に及ぼす影響評価を行う。更に、予測精度を向上させるために、CCMの改良も進める。 

（４）太陽活動などの摂動に対するオゾン層の応答や気候変動との相互作用に関する研究： 数値

モデル（CCMなど）を用いた数値実験を実施し、太陽活動の変化に伴う成層圏および対流圏の化学

場・気象場の応答シグナルの解析から、成層圏－対流圏の化学および力学的な結合を明らかにする。

更にサブテーマ（３）と連携して、南極オゾンホールや北極のオゾン層破壊の変化と対流圏気候の

変化との関連性から対流圏気候の変化と成層圏の化学・力学過程の変化との関連を評価する。 

 

３．研究の方法と結果 

（１）熱帯対流圏界面領域における水蒸気変動に関する研究 

図1に示したとおり、対流圏の水蒸気（ならびに他の物質）は熱帯の対流圏界面領域（TTL）を経
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由して成層圏に輸送される。TTLは地球大気で最も低温な領域である。そのためTTLにおいて対流

圏からの水蒸気は過飽和状態となり、脱水除去される。すなわち成層圏への水蒸気の輸送量はTTL

での脱水過程に大きく依存する。そこで、熱帯域での水蒸気観測をもとに、成層圏での水蒸気量の

変化の検出と変化要因の把握を行った。  

水平移流脱水過程： TTL内を水平移流される空気塊が大規模な低温領域を通過する際に凝結・脱

水される水平移流脱水過程（効率のよい脱水

過程の一つと考えられている）を調べるた

め、本サブテーマでは、世界で最も大規模な

低温域を有する北半球冬季の熱帯西太平洋

域を中心に、熱帯太平洋域の複数の地点で大

気の流れ場を考慮した水蒸気ゾンデ観測（図

２に概念図）を行った。  

そ の 観 測 デ ー タ の 解 析 か ら は 、 高 度

15.5km付近では、亜熱帯域や東太平洋での観

測に比べ、熱帯西太平洋域で水蒸気が低濃度

で観測された。この結果は脱水領域が赤道西

太平洋域であるとして解釈できた。また高度

17.5km付近では、観測した空気塊が経験した

と考えられる最小水蒸気混合比に対応する

水蒸気濃度が観測され、脱水過程がほぼ終了

しつつあると解釈できる。更に高度 18km付

近では、対流圏界面を通過した（成層圏に流

入した）空気塊であることを示す観測結果が

得られた。以上の結果は、水平移流脱水過程

を支持する結果である。  

また、多地点・準同時期観測データを精査した結果、世界で初めて水蒸気のMATCH観測（同一

空気塊を2地点以上で観測）に成功した事例を数十例見出した。観測されたMATCH事例の中には、

水蒸気を1回目に観測した地点からと2回目の観測地点に空気塊が輸送される間に、低温領域を通過

したことに対応する形で脱水が起こった事例（ 2地点目の水蒸気濃度の観測値が1回目の観測値に比

べ低い事例）のほかに、脱水過程が進行する可能性がある低温領域を通過しているにもかかわらず

脱水が認められない事例（2回目に観測される水蒸気濃度が1回目観測時の濃度とほぼ同じ事例）も

あることが明らかになった。観測事例の解析からは、脱水を引き起こす氷晶形成において、過飽和

度に閾値がある可能性が示唆された。  

熱帯下部成層圏での水蒸気量の変化： TTLでの水蒸気分布に比べ成層圏に輸送された水蒸気は東

西方向にはるかに一様であるとみなしてよい。熱帯下部成層圏での水蒸気の鉛直分布の測定から 19

～21kmの高度領域のシグナルを平均する事で、成層圏に輸送後 1年以内の水蒸気量の年平均値を得

ることが出来る。 

本研究で実施した観測デー

タならびに過去の熱帯太平洋

域での水蒸気ゾンデ観測デー

タ（1993年3月から2009年1月）

について、熱帯下部成層圏域

での年平均水蒸気量の長期変

動を調べた。その結果、熱帯

下部成層圏における水蒸気混

合比の推移は、1990年代には

比較的一定（あるいは非常に

弱い減少傾向）だったのに対

し、2003年以降増加に転じて

いる事が明らかになっている

（1990年代が3.2～4.0ppmvだ

ったものが、2003年12月以降

は3.7～5.0ppmvに達していた（図3）。さらに、これまで標準とされてきた人工衛星UARS搭載の測

器であるHALOEによる熱帯下部成層圏の水蒸気観測データと水蒸気ゾンデ観測データを比較した

結果、HALOEの観測データに乾燥バイアスが存在する可能性を指摘した。  

 熱帯対流圏界面領域の気温変動の解析：成層圏の水蒸気濃度は、上述のように熱帯対流圏界面領

域の気温により大きくコントロールされている。熱帯対流圏界面領域の気温は、成層圏子午面循環

 

図3. 熱帯における水蒸気ゾンデ観測データに基づく、19～21km

の高度域での平均の水蒸気混合比の経年変化。 
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図2. 熱帯対流圏界面近傍での水蒸気ゾンデ観測。

低温域を通過する前の空気塊では、その領域での

飽和水蒸気量（SWV）に相当する水蒸気が観測さ

れ、低温域では大規模な脱水のため水蒸気量は低

く、更に低温域を通過し脱水を経験した空気塊の

水蒸気量はその観測地点でのSWVに比べ低い（乾

燥した）状態として観測されることが予想される。 

低温域
対流圏界面
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とそれを支配する中高緯度波動活動、熱帯の対流活動・波動活動、局所的な放射過程などにより決

まっていると考えられているが、各過程の定量的な寄与度についてはいまだよく理解されていな

い。最近あらたに、熱帯の対流活動の経度非一様を原因とするような熱帯対流圏界面付近の波動が

重要だとする研究が発表されている。これを受けて、熱帯対流圏界面領域の気温変動を支配するメ

カニズムの定量的理解をめざした大気大循環モデルによる数値実験をおこない、鉛直渦熱フラック

スの重要性をはじめて明らかにした。 

 

（２）成層圏大気の滞留年代の決定に関する研究  

 対流圏の温暖化によって成層圏大気の循環が強化さ

れる傾向にあるかを調べる方法として、成層圏大気中

のトレーサー物質濃度の精密測定に基づいた成層圏大

気の平均滞留時間（平均年代）を長期的に観測する方

法がある。その推定手法の原理を図４に示す。対流圏

において濃度が単調増加するトレーサー物質（X）を

成層圏のある地点で観測した場合、その場所でのXの

混合比は、観測が行われた同時期の対流圏におけるX

の混合比より低いと予想される。何故なら、成層圏に

流入したXが観測地点に到達するまでには、一定の輸

送時間（大気の年代）を要するからである。言い換え

れば、成層圏大気のXの混合比と等しい混合比が対流

圏大気で観測された時期が分れば、その時間差が着目

する成層圏の領域での平均年代に相当する。  

そこで本研究では、大気球に搭載したクライオサン

プリング装置により直接成層圏の大気試料を採取し、

回収後に気体成分の精密分析を行った（過去の大気サ

ンプルの再分析も実施）。成層圏大気中のトレーサー

物質として、本研究ではCO2やSF6を用いた。  

 成層圏大気での重力分離：これまでの常識では、中

間圏より低い高度の大気では、大気の乱流拡散による混合過程が活発なため、重力分離は認められ

ない（重力分離は80kmより高い高度で起こる）。しかしながら、もし成層圏においても重力分離が

起こっているならば、空気よりも重いトレーサー物質（CO2やSF6）の濃度からの大気の年代推定に

も影響する。  

成層圏大気の年代測定のために採取した大気サンプルを用いて、大気主成分（N2やO2）の同位体

比の分析を行った結果、成層圏においても重力分離が起こっている可能性を示す結果が得られた。

気体分子の質量数の差が１の場合に基準化した場合の重力分離効果は、中緯度の高度 35km付近にお

いて、およそ−0.05パーミル、極渦内の高度30km付近ではおよそ−0.1パーミル程度であることが分っ

た。仮に、この重力分離効果が全ての気体種について作用していると仮定すると、CO2やSF6等の濃

度分析にも影響する。重力分離効果の大きさは成分の分子量と平均空気分子量の差に比例するた

め、SF6では117倍、CO2では15倍に増幅され、SF6とCO2の濃度に対する補正量に変換すると、それ

ぞれ最大で0.06pptと0.5ppmに相当することが分った。  

成層圏大気の高精度な平均年代推定法：本研究では大気の年代を成層圏大気中のCO2ならびにSF6

濃度から推定した。先に示した成層圏大気における重力分離は大気年代推定における誤差要因の一

つになる。重力分離の影響は中緯度での年代推定には影響が小さいが、高緯度での年代測定では影

響は大きくなる。  

重力分離以外の誤差要因として、①トレーサーの観測濃度の変動性、②年代スペクトルの不確実

性、③CO2の場合は成層圏におけるCH4の酸化によるCO2生成の寄与、が考えられる。①については、

濃度勾配が小さい高度領域での鉛直方向の濃度のバラツキから誤差を推定した結果、CO2で±0.4年、

SF6で±0.6年の変動幅が見積もられた。②については、数値シミュレーションから影響を評価した

（<0.1年）。③については、同時に観測したCH4濃度を基にCH4の酸化によるCO2生成の寄与を推定

した（0.5～0.6年程度）。  

北半球中緯度における平均年代の長期変化：「地球温暖化に伴って成層圏の平均年代は短くなる」

との仮説が実際に認められるかを評価するため、成層圏大気の気球観測によって得られた大気サン

プル（過去に採取したサンプルも含む）を解析することにより、北半球中緯度上空における成層圏

大気の平均年代の長期的な変化傾向を調べた。日本上空の成層圏でのCO2やSF6の観測からは、数値

 

図4. 成層圏大気の年代（＝成層圏に流入

した空気塊が、観測が行われた地点に輸

送されるまでに要する時間）の決定法の

概念図。高度10km以上が成層圏。対流圏

でのトレーサー濃度は、現在＞3年前＞7

年前。 
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モデルなどから期待される、平均年代が短

くなる傾向は明瞭には認められなかった。

成層圏大気の観測期間は限られていること

から、同様の気球観測を実施しているドイ

ツ、アメリカの研究機関との国際的な協力

により、過去に得られた日本上空のデータ

に加え、ヨーロッパや、北米上空の平均年

代を合わせて解析した。その結果（図5）か

らは、近年の数値モデル研究による予測に

反して、北半球中緯度の成層圏における平

均年代は低下していないことが示唆され

た。  

 

（３）オゾン層変動の再現性と将来予測精度

の評価に関する研究  

 オゾンの太陽短波による光分解は成層圏

における熱源であり、オゾンの分布は成層圏での気温分布と密接に係っている。更に、成層圏での

オゾンの生成や消滅に係る主要な化学反応には気温に敏感な反応が存在しており、オゾン濃度の変

化自体が、オゾンの生成・消失速度の変化にフィードバックされる。この様に、成層圏では、オゾ

ンを介して、放射と力学と化学過程は相互に影響を及ぼしあっているため、オゾン層の将来変化予

測には、3つの過程を結合した数値モデル（化学気候モデル）の活用が不可欠である。本サブテー

マでは、開発した化学気候モデル（CCSR/NIES CCM。以下単にCCMと略す）による成層圏の化学

場・気象場の現状や過去の変化の再現性を評価すると共に、CCMを用いた数値実験を通して、オゾ

ン層の将来変化の推定を行った。特にフロン・ハロンの違いやGHGの増加の影響、更には対流圏気

候の変化との相互作用に注目した。  

 化学気候モデルによるオゾン層の再現性：ODSやGHGの排出シナリオを用いたCCMによるオゾン

層の過去再現数値実験を行い、力学場（風速や気温など）、放射場（大気の加熱率、放射フラック

スなど）、化学場（オゾン、メタン、塩素濃度など）に関係する物理・化学量の実験結果の解析か

ら、CCMによる過去の変化の再現性を調べた。その結果、オゾン全量の空間分布ならびに季節変化、

オゾンホールインデックス（オゾンホール面積、オゾン全量の最低値）の経年変化は過去の観測値

や変化を良く再現する事が確かめられた。  

南極渦の存在はオゾンホール形成にとって不可欠のものであるが、極渦の強度はオゾンホール形

成によって影響を受ける。その南極渦の崩壊時期の高度依存性や極渦崩壊時期に長期トレンド（遅

れる傾向）が認められる減少を、CCMを用いた数値実験でも再現できた。特に、1980年から1999年

までのオゾンホールの発達期に春季の南極渦の崩壊時期が遅くなる傾向が再現出来たことから、極

渦崩壊時期の長期トレンドを生じる原因について調べた結果、1980～1999年の期間では、対流圏か

らの波動のトレンドが南極渦の崩壊時期を早めるかまたはトレンドなしの傾向であったにもかか

わらず、実際に観測された南極渦の崩壊時期は遅くなっていることから、この間の南極渦崩壊時期

の遅れはオゾンホールの発達が原因であったと考えられる。  

上記のとおり、現在のCCMは成層圏の色々な化学場や気象場の特徴やその変化を再現しているも

のの、熱帯上部対流圏の気温が観測値に比べ低温になる問題（低温バイアス）を抱えていることも

明らかになった。  

オゾン層の回復時期の緯度依存性とODSおよびGHGの変化の影響：ODSならびにGHGの将来シナ

リオを使ったCCM数値実験（1980年～2100年まで）を行った。その結果、成層圏ハロゲン量の推移

で見ると、臭素を含んだ無機ハロゲン量が1980年レベルに戻る時期は、無機塩素量が 1980年レベル

に戻る時期に比べ、 10~25年ほど遅れることが分った。また、無機ハロゲン量が 1980年レベルに戻

る時期は、臭素が関与するオゾン分解の効率が塩素系のオゾン分解に比べ、より大きな効率である

と仮定するほど、無機塩素量が1980年レベルに戻る時期に比べて遅れることが分った。またオゾン

全量は今後の大気中のハロゲン濃度の減少とともに回復（熱帯域については後で述べる）するが、

オゾン層の回復時期は緯度帯によって異なり、北半球高緯度の回復時期が最も早く、南半球では回

復時期はやや遅れることが分った。  

GHG濃度ならびに海表面温度を固定した気候固定実験とGHG濃度の増加などを含んだ標準実験

を比較することで、GHG（主としてCO2）の増加がオゾン層の回復に及ぼす影響を評価した。その

結果、GHG漸増条件下でのオゾン層回復時期は、GHG固定条件下での回復時期に比べて、南半球高

 

図5. 北半球中緯度の成層圏における高度24～35km

で平均した平均年代の推移。 
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緯度（オゾンホール領域）では10年以上早まる

結果が得られた。GHG漸増条件でオゾン層の回

復時期が早まる傾向は、中緯度域でも認められ

たが、その程度は南半球高緯度に比べて小さい

ことが分かった。  

熱帯域での今後のオゾン層の長期的な振る舞

いは、他の領域でのオゾン層の回復傾向とは異

なっていた。気候固定実験（GHG濃度固定実験）

では、オゾン全量は、他の領域と同様に、ODS

濃度の減少に伴い増加するとの結果が得られ

た。一方、標準実験（GHG漸増実験）において、

熱帯域のオゾン全量は特異的な振る舞いを示

し、21世紀半ばに一旦1980年レベルに近づくが、

その後再び減少すると言う結果が得られた（図

６）。オゾン全量を 20hPa（高度 27km付近）以

上の高度域に存在するオゾン量と、20hPa以下の

高度域に存在するオゾン量に分けて、その振る

舞いを調べた結果、上層では化学的な要因によ

るオゾン量の増加、下層では力学的な要因によ

るオゾン量の減少が認められた。このことから、

オゾン全量の特異的な振る舞いは、上部ならびに下部の成層圏におけるオゾン量の変化が組み合わ

さることで説明できることが分った。  

 

（４）太陽放射と極振動によるオゾン分布の変動解析に関する研究  

成層圏のオゾン量は、ODS量などによる長期的な変化だけでなく、太陽11年変動や成層圏準2年

振動（QBO）をはじめとする大気場変動、更には火山活動などの影響を受けることで、短期的にも

変動する。一方、成層圏オゾンは放射を介して大気場に影響を及ぼすが、その影響は成層圏－対流

圏の相互作用によって対流圏にも及ぶと考えられる。このことは、長期的に見ると、今後期待され

るオゾン層の回復が対流圏気候にも影響を及ぼす可能性を意味している。そこで、化学気候モデル

（CCM）を用いた数値実験結果や観測データ（客観再解析データ）の解析から、太陽変動によるオ

ゾン場への影響を介した、オゾンと大気場の相互作用ならびに成層圏オゾンと対流圏大気場の相互

作用を調べた。  

太陽変動と赤道下部成層圏大気場の変動：太陽放射が最大時と最小時の条件に固定したCCM数値

実験にみられる成層圏での温度偏差と東西風偏差の関係を調べた結果、特に初冬においては、太陽

放射の違いによる中高緯度成層圏の西風偏差に対応した子午面循環が生じる結果、赤道域下部成層

圏における下降流につながり、下部成層圏での断熱加熱による高温偏差が現れることが分かった。 

北半球夏季下部成層圏オゾン増加と対流圏の低温化：太陽活動活発期の北半球夏季におけるオゾ

ン観測データならびに大気場の再解析データを用いた統計解析を行った。その結果、北半球下部成

層圏のほぼ全域でオゾン量と気温との間に高い正相関（高温偏差）があることが分かった。成層圏

での高温偏差の内、オゾンによる加熱が高温偏差に関係しているのは 40～60N付近であることが分

かった。またオゾン量と気温との相関では、対流圏においても 30～70Nで低温偏差が認められたが、

低温偏差は主として力学的要因（熱輸送）によって形成されており、また成層圏オゾンと相関の良

い対流圏循環偏差も見出された。この関係についてCCMを用いた感度実験を行って調べた結果、

CCM実験でも成層圏オゾン増加に対する対流圏循環の応答（亜熱帯ジェットの強化と極前線ジェッ

トの弱化）が表れることが分かった。この相関は北半球夏季において、成層圏オゾンの増加に伴っ

て中緯度の対流圏界面付近の安定度が強化されることで、波活動に変調をもたらし、その結果、対

流圏での亜熱帯ジェットの強化と極前線ジェットの弱化ならびに北半球中高緯度の気温低下が生

じるメカニズムが存在している可能性を指摘した。  

オゾンホールの縮小化の対流圏への影響：サブテーマ（３）で過去のオゾンホール発達期には、

オゾンホールの発達に伴い南極極渦が強化されることを見出した。このことは逆に、将来オゾンホ

ールが消滅していく方向に向かえば、極夜ジェットは現在より弱まることが予想される。そこで、

CCMによるオゾン層の将来予測実験の結果を解析し、オゾンホールの縮小化が対流圏に何らかの影

響を及ぼし得るかを調べた結果、将来のオゾンホールの消滅に伴い成層圏では明確な偏西風（極渦）

の弱まりを示した。さらに、南半球成層圏の偏西風の変化の影響は対流圏にまで伝搬して、その影

 

図6．CCMで計算された低緯度（25S～25N）に

おけるオゾン全量（黒、△）。オゾン全量の変

化を、20hPa以上の高度で積分したオゾンカラム

量（灰色、+）ならびに20hPa以下の高度で積分

したオゾンカラム量（灰色、○）に分割した。 

中上部成層圏
のオゾン量

下部成層圏
のオゾン量

オゾン全量

中上部成層圏
のオゾン量

下部成層圏
のオゾン量

オゾン全量
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響は地表にまで達していることが示された

（図 7A）。地表面まで達する偏西風の変化

は、 IPCC気候モデル（ IPCC AR4に用いられ

た気候モデル）では認められない（図7B）。

また IPCC気候モデルの内、成層圏オゾン濃

度が固定されているモデルほど南半球高緯

度での偏西風の変化が顕著でないことや

IPCC気候モデルには成層圏－対流圏の間の

相互作用がCCMほど直接的には扱われてい

ないケースが多いなどを考慮に入れると、

CCMで見られた南半球高緯度域での偏西風

の弱化はオゾンホールの縮小に起因してい

るものと考えられる。地表面付近に達する偏

西風の変化は対流圏での熱輸送などにも影

響を及ぼし得る。  

 

４．考察 

成層圏オゾン層が、想定されているフロン

などのオゾン層破壊物質（ODS）の減少に伴

い、今後着実に回復していくか、と言う問い

に答えるには、ODS以外にオゾン層変動に影響を及ぼしうる要因についての検討が必要である。ODS

以外の要因としては、CO2などの温室効果気体（GHG）の増加による影響が挙げられる。GHGの増

加は放射冷却効果による成層圏の低温化を引き起こすほか、GHGが引き起こす対流圏の気候変動を

通して間接的に成層圏のプロセスに影響を及ぼすと考えられる。  

本課題で扱う成層圏水蒸気ならびに成層圏大気の年代の問題は、気候変動によって影響を受ける

可能性のある成層圏プロセスに属する。同時に、水蒸気変動や成層圏大気年代のこれまでの変化は、

成層圏数値モデルの再現性の評価や今後の変化の推定を行う上で貴重な情報を提供する。一方、化

学気候モデル（CCM）を活用してODSやGHGの成層圏濃度の長期的な変化にオゾン層がどの様に応

答するか、また成層圏オゾンの長期的な変動が成層圏大気や対流圏大気にどんな影響を及ぼすか、

に関わる研究は、オゾン層の将来予測の不確実性要因や成層圏オゾン層と対流圏気候との相互作用

を理解するための情報を提供する。 

 個々のサブテーマの成果の内、成層圏水蒸気に関するサブテーマ（１）での研究では、熱帯下部

成層圏の水蒸気濃度の長期変動を詳細に解析した結果、極めて顕著な変動を示していることを初め

て見出したことは、成層圏水蒸気の長期的な変動に関わる重要な問題点を提起したものと考える。

更にこれまで下部成層圏での水蒸気量の標準値として扱われていた衛星観測データに関して、見直

しが必要であることを示せた点も大きな発見である。サブテーマ（２）で取り組んだ成層圏大気の

年代の変化の検出においては、成層圏大気の精密分析から、成層圏における重力分離の存在を指摘

出来た点は、大気年代の精密決定の観点のみならず、これまでの気象学の常識を覆す発見として評

価できる。また重力分離の影響は、特に高緯度域での大気年代推定の精度を高める上でも貴重な進

歩である。ドイツ、アメリカの研究機関との国際的な協力により、過去に得られた日本上空のデー

タに加え、ヨーロッパや北米上空の平均年代を合わせて解析した結果、成層圏数値モデル研究によ

る予測に反して、北半球中緯度の成層圏における平均年代は低下していないことを示めす結果が得

られた。これはCCMや大気大循環モデルへの大きな問いかけとなる貴重な成果である。サブテーマ

（３）では、CCMによる成層圏の化学場・力学場の再現実験で、過去の南極渦の変化が再現でき、

南極渦とオゾンホールの強度の間に何らかの因果関係があることが見出された。この点はサブテー

マ（４）での、今後期待されるオゾンホールの縮小による大気循環場への影響（特に南極の地表面

近傍での気候への影響）評価の研究に結び付いた。またサブテーマ（３）では、GHGの増加がオゾ

ン層の回復を早める方向で作用するものの、熱帯域でのオゾン全量の長期変化では、対流圏気候の

変化と成層圏でのオゾン化学の変化のいずれの効果も影響する点を示せた。サブテーマ（４）では、

成層圏オゾンの変化が成層圏オゾンの放射を介して成層圏大気の力学場の変動に影響を及ぼすこ

と、更にはオゾン層の変化の影響が成層圏－対流圏相互作用により対流圏まで及ぶ可能性があるこ

とが示された。サブテーマ（３）ならびに（４）の成果は、オゾン層保護と温暖化対策のベストミ

ックスを考えることの必要性につながるものと考える。  

 本課題では、サブテーマ間の連携を図って研究を進めた。先に述べた通り、サブテーマ（３）と

 

図7. 12月～2月の偏西風の風速の将来変化の緯度

－高度分布。矢印で示してある緯度範囲の陰影の部

分が、将来偏西風が弱まると予想される部分。他の

陰影部分は逆に偏西風が強まると予想される部分。

A：化学気候モデルの予想結果の平均。B： IPCC第

4次評価報告書モデルの予想結果の平均。化学気候

モデルの結果は、偏西風の弱まりが大きく、その弱

まりが地表付近にまで達している。 
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（４）は同じ化学気候モデル（CCM）を活用した研究を進め、サブテーマ（３）でオゾン層プロセ

スの再現実験からの問題意識（南極渦の強化とオゾンホールの発達の関係）とサブテーマ（４）で

進めていた成層圏オゾンと大気力学場の相互作用の成果から、今後期待されるオゾンホールの縮小

が対流圏気候－特に南半球高緯度域での気候－に及ぼす影響の研究まで発展できた。次に示す成層

圏大気循環の問題も含めて、オゾン層変動と地球温暖化の相互作用についての定量的な評価は今後

の研究の展開に期待したいが、少なくとも、オゾン層変動と地球温暖化との間に相互作用を引き起

こすメカニズムが存在している点を示した点は大きな意義がある。  

 サブテーマ（１）で提起された成層圏に物質が流入した直後の熱帯下部成層圏で水蒸気量が変動

していること、また2000年以降にこれまで知られていなかった水蒸気量の増加トレンドが認められ

たことを、現在のCCMでは再現できていない。しかし、サブテーマ（１）の問題提起を受け、サブ

テーマ（３）では、特に熱帯対流圏界面での気温分布ならびに放射過程の重要性から、現在のCCM

の抱えている問題点を整理し、新たなモデルの改良に取り組み始めた。本課題終了時点での改良版

CCMでは、熱帯対流圏界面近傍での低温バイアス問題を大幅に改善することに成功できている。  

サブテーマ（１）とサブテーマ（２）で扱った成層圏水蒸気ならびに成層圏大気年代は、対流圏

－成層圏の物質交換の問題であり、本課題期間中には実施に至らなかったものの、熱帯上空の成層

圏大気の年代計測の重要性を共有できた。またサブテーマ（２）で得られた北半球中緯度の成層圏

で大気年代が長くなる観測結果は、CCMから予想される結果とは逆センスと言って良い。現時点で

大気年代が長くなる傾向にある原因をCCMからは説明できていないものの、サブテーマ（３）や（４）

で実施したCCMを用いた数値実験結果の解析から、成層圏下部での大気循環の駆動にはこれまで充

分には考慮されていなかった地形性の重力波の伝播が重要となっている可能性が高いことなどが、

明らかになりつつある。今後の大気大循環モデル（気候モデル）との比較実験などを通して、気候

変動がオゾン層破壊に及ぼす影響の研究の発展に繋がるものと考えている。  

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

・ 現在効率のよい水蒸気除去過程の一つの候補として考えられている熱帯対流圏界面領域での

水平移流脱水過程について、その脱水メカニズムが進行していると考えられる現場での観測

データセットを取得した。  

・ 対流圏から成層圏への水蒸気の輸送量を制御する脱水過程が進行している熱帯対流圏界面領

域において、同一空気塊を複数回測定するMATCHペアの観測データの取得に世界で初めて成

功した。  

・ 1993年以降の熱帯での水蒸気ゾンデ観測データの解析から、熱帯下部成層圏の水蒸気の長期

変動の実態をつかんだ。  

・ 下部成層圏水蒸気量の標準値と見なされている衛星（HALOE）観測データについて、その確

度検証についての問題提起が出来た。  

・ これまでの気象学の常識を超えて、成層圏大気における重力分離の存在を成層圏大気の精密

分析（同位体サンプルの分析）から初めて明らかにした。  

・ 重力分離が成層圏大気の平均年代決定に与える影響を評価でき、大気の平均年代推定の確度

が向上した。  

・ 北半球中緯度における成層圏大気の平均年代の長期変化に関して、化学気候モデル（CCM）

などによる予測に反して、平均年代が短くなっていないことを初めて見出した。  

・ CCMを用いた過去のオゾン層変動再現実験から、これまでの南極極渦の崩壊時期の長期変化

傾向（崩壊時期の遅れ）にオゾンホールの発達が関係していることを明らかにした。  

・ 温室効果気体（GHG）の増加がオゾン層の回復に及ぼす影響について、特に熱帯域での今後

のオゾン全量の変化に対して、化学的な効果と力学的な効果の両方が影響する事で、熱帯域

オゾン層が単調な回復傾向にあるとは言えないことを明らかにした。  

・ 今後のオゾン層の長期的な変化には、オゾン層破壊物質（ODS）濃度の減少が重要であるが、

特に臭素系のODS濃度の推移や臭素系オゾン分解反応の効率がオゾン層の回復時期に影響を

及ぼすことを明らかにした。  

・ 太陽放射の変動による成層圏オゾン場の変化が、北半球冬期において成層圏におけるオゾン

と大気場との相互作用を通して、赤道域下部成層圏気温場に影響を及ぼし得ることを観測デ

ータならびにCCM実験データの解析から示した。  

・ 一方、北半球夏季における成層圏オゾン場の変化が下部成層圏での大気の安定性に影響を及
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ぼし、その影響が対流圏の循環にも及ぶことも明らかにした。  

・ 化学気候モデルによる今後のオゾンホールの長期変化実験結果の解析から、オゾンホールの

消滅が南極上空の偏西風を弱め、その影響が対流圏にまで伝播して南極の地表まで達する可

能性を示した。  

 

（２）地球環境政策への貢献 

・ 環境省の平成19ならびに20年度「オゾン層等の監視結果に関する年次報告書」（平成20年8月、

21年8月）の作成にあたり、本研究で行ったオゾン層の将来予測モデル実験結果を資料として

提供した。（平成21年度の年次報告書にも成果が反映される予定である）。 

・ 環境省環境調査研修所での地球環境保全研修において、成果の一部を紹介した 

・ ウィーン条約締約国第 7回オゾン調査管理者会合（ 2008年5月、ジュネーブ）において、本研

究で行ったオゾン層の将来変動予測の研究成果の一部を紹介した。 

・ 現在取りまとめ中のUNEP/WMOの「オゾン破壊に係る科学アセスメント：2010」に成果が引

用されるほか、本課題関係者が共著者や査読者として取りまとめに貢献している。 
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A-071 成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予測の不確実性評価に関する研究  

（１）熱帯対流圏界面領域における水蒸気変動に関する研究  
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              ※予算額は、間接経費を含む。  

 

 

［要旨］オゾン層の変動・回復に大きな影響を及ぼす成層圏水蒸気量の変動を支配しているメカ

ニズムの解明を目指し、熱帯の対流圏界面領域における水蒸気除去過程および物質輸送過程を、

観測、データ解析、数値実験により研究した。2008年1月、2009年1月、2010年1月に熱帯西太平洋

域における水蒸気・オゾンゾンデ多地点・準同時観測を実施し、現在もっとも有効な水蒸気除去

過程であると議論されている水平移流脱水過程の実測をおこなった。過去2004年12月、2006年1月、

2007年1月に実施した同様の観測データもあわせ、全球気象客観解析データと気象衛星ひまわりに

よる雲画像データを用いて、ゾンデで同一空気塊を複数回測定した事例（“match”事例）を探した。

空気塊の同一性を保証するための各種スクリーニングも行った結果、最終的にmatch事例を80程度

得て、いくかの代表的事例について脱水過程の詳細を調べた。さらに、1993年から2009年の17年

間の熱帯での水蒸気ゾンデ観測データに基づき、下部成層圏の水蒸気の季節変動、年々変動、10

年規模変動を解析し、特に2000年代前半を極小とする10年規模の変動を明らかにした。一方、1993

年から2008年の16年間の熱帯でのオゾンゾンデ観測データに基づき、対流圏・下部成層圏のオゾ

ンの季節～長期変動を解析し、特に下部成層圏における1999年頃を極大とする顕著な10年規模変

動の存在も明らかにした。また、水蒸気除去過程と表裏一体の関係にある熱帯対流圏界面領域に

おける巻雲の変動とそのメカニズム解明のため、過去の船舶搭載ライダーの集中観測データを解

析し、巻雲の出現・消滅がおおまかには赤道ケルビン波活動や大規模移流などの大規模気象場に

よって説明がつくことを明らかにした。数値実験による研究においては、熱帯対流圏界面領域の

気温変動を支配するメカニズムを調べ、鉛直渦熱フラックスの重要性をはじめて明らかにした。  

 

［キーワード］熱帯、対流圏界面、水蒸気、オゾン、水蒸気除去過程  
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１．はじめに  

 成層圏における水蒸気量の変化は、オゾン層の変動・回復に大きな影響を及ぼす要因のひとつ

である。なぜなら、成層圏の水蒸気は次の3つの過程を通して、オゾン層光化学に密接に関わって

いるからである。(i) OH、HO2ラジカルの生成源であり、オゾン分解触媒反応系のひとつであるHOx

サイクルに関わる。(ii) 極域成層圏雲（PSCs）やエアロゾル生成に関与し、下部成層圏における

オゾン分解に関わる。(iii) 主要な赤外活性気体のひとつとして成層圏の冷却過程に関わるため、

オゾン層光化学の反応効率に関わる。  

成層圏の水蒸気の主たる供給源は、熱帯の対流圏界面領域（Tropical Tropopause Layer、以後TTL）

を経由した対流圏から成層圏への水蒸気の輸送と成層圏でのメタンの酸化反応による水蒸気の生

成である。このうち前者については、対流圏から成層圏への水蒸気の輸送量はTTLでの脱水プロセ

スと脱水量に大きく依存する。一方後者のメタンが関わるプロセスについては、定量的にも比較

的よく把握されている。したがって、オゾン層変動・回復の予測に対する水蒸気変動の影響を評

価するためには、TTLにおける水蒸気除去過程および物質輸送過程を定量的に把握する必要がある。  

 TTLにおいて水蒸気濃度を決める力学要素については、長年の研究の結果、主として次の5つの

プロセスが効いていると考えられている。すなわち、①成層圏子午面循環（ブリューワ・ドブソ

ン循環）の熱帯部におけるゆっくりとした上昇流、②水蒸気・オゾン・巻雲などが関わる局所的

な放射加熱冷却、③卓越する水平風による広域にわたる水平移流、④TTLに直接届くような背の高

い積乱雲、そして⑤赤道ケルビン波から重力波までの大小さまざまな波動擾乱、に分類されるプ

ロセスである。しかし現時点では、それぞれのプロセスの寄与度を定量的に提示するには至って

いない。各プロセスの解明には、航空機や気球などを用いた直接観測が不可欠であるが、高度領

域の点で技術的に容易でないため、欧米のグループも含めて卖発的・断続的なキャンペーン観測

に留まっており、なかなか議論を収束させることができていないのである。  

TTLでの脱水過程の理解と並んで成層圏の水蒸気量の長期変動の把握はオゾン層の将来変動を

考える上で重要である。成層圏水蒸気量の長期変化については米国大気海洋庁（NOAA）が中緯度

（北米大陸）において1980年から現在までの30年近く、気球搭載型の鏡面冷却方式・霜点温度計

（NOAA FPHおよびここ数年は後述のCFH）を用いた直接観測を定常的に行ってきている
1, 2)

。最

近のこの観測データの再解析
2)

によると、1981年から2006年の間で中緯度下部成層圏の水蒸気量は

長期的には年率0.3～0.7%で増加しているが、2000年・2001年ごろを境にして水蒸気濃度が階段状

に急減してその後低値のまま推移している、と報告されている。一方、人工衛星UARSに搭載され

たHALOEと言う測器による成層圏全域（ただし60S～60N）の水蒸気観測も1991年から2005年まで

の期間で行われている
3)

。HALOEのデータからも2000・2001年ごろの水蒸気濃度の急減が認められ

ているが、長期トレンドに関してNOAA FPHとHALOEとの結果には整合的でない部分があり、成

層圏水蒸気変動を議論する上で問題となっている。いずれにせよ成層圏水蒸気量の変化は、TTL

における水蒸気除去過程、物質輸送過程の変化に起因するものと考えられる。しかしまだ熱帯の

対流圏界面領域～下部成層圏における水蒸気量の長期変動についてゾンデ等の “その場”観測に基

づく詳細な報告はない。  

 1998年より、本課題メンバーの一部および他の日本人研究者を中心として、熱帯におけるオゾ

ン・水蒸気ゾンデ観測プロジェクト、Soundings of Ozone and Water in the Equatorial Region（SOWER）

が継続されてきている。SOWERの当初の目的は、熱帯のオゾン分布に見られる東西構造の解明に



 

 

A-071-3 

あったが、その後、上記のような成層圏水蒸気問題を踏まえたTTLにおける水蒸気除去過程の解明

に力を入れてきている。NOAAのグループと密接に協力して、熱帯域でNOAA FPHやCFHや他のセ

ンサーを用いた水蒸気観測を推進してきた。また最近では、レーザー光を利用するライダーも導

入し、水蒸気除去の結果である巻雲の同時測定も開始している。2002年度から2006年度の間の活

動については、環境省地球環境研究総合推進費（A-1）によるサポートも受けていた。2007年度か

らは、水蒸気除去過程のうちの水平移流過程にターゲットをしぼった多地点・準同時観測を引き

続き実施するとともに、熱帯の上部対流圏～下部成層圏における水蒸気とオゾンの長期変動とそ

の要因解明の観点から、これまでの10年ほどの間に蓄積されてきたデータ等の解析もおこなった。 

 また、成層圏の水蒸気濃度は、上述のように熱帯対流圏界面領域の気温により大きくコントロ

ールされている。熱帯対流圏界面領域の気温は、成層圏子午面循環とそれを支配する中高緯度波

動活動4)、熱帯の対流活動・波動活動5)、局所的な放射過程6)などにより決まっていると考えられて

いるが、各過程の定量的な寄与度についてはいまだよく理解されていない。最近あらたに、熱帯

の対流活動の経度非一様を原因とするような熱帯対流圏界面付近の波動が重要だとする研究 5)が

発表されている。この問題については、数値実験が有効であると考えられるが、系統的な研究は

まだない。  

 

２．研究目的  

 本サブテーマの研究目的は、TTLにおける水蒸気濃度決定メカニズムの解明、および同領域にお

ける水蒸気・オゾンの長期変動の検出とその要因解明である。前者については、特に、現在有力

視されている水平移流脱水過程をターゲットとして、多地点・準同時観測を実施することにより、

水蒸気除去過程を世界ではじめて実測し、定量的な議論をおこなうことを目的とする。また、大

気大循環モデルを用いた数値実験により熱帯対流圏界面気温の決定メカニズムもさぐる。後者に

ついては、本課題ならびにこれまでの地球推進費課題その他により蓄積してきた過去15年以上に

わたる水蒸気・オゾンの“その場”観測データを解析して長期変動の実態を明らかにすることを目的

とする。  

 

３．研究方法  

（１）熱帯西太平洋域における水蒸気・オゾンゾンデ観測キャンペーン－水平移流脱水過程の観

測 

 TTLにおける効率のよい水蒸気除去過程の候補のひとつとして、水平移流される空気塊が大規模

な低温領域を通過する際に凝結・脱水される過程がある。これを水平移流脱水過程と呼ぶ。この

過程が最も劇的な形で生じていると推定される地域が、世界で最も大規模な低温域を有する北半

球冬季の熱帯西太平洋域である。SOWERでは、2003年12月に熱帯西太平洋の2地点で予備的な観

測および解析を行った上で7)、2004年12月～2005年1月（5地点）、2006年1月（4地点）、2007年1

月（4地点）で、流れ場を予報しながらゾンデ放球のタイミングを決め、同一空気塊を複数の地点

で測定することを狙うmatch観測と呼ばれる多地点・準同時観測を実施してきている。  

このような観測を実現するには、高精度でありながら現地技術者でも操作の容易な水蒸気ゾン

デが必要不可欠である。しかし、1998年のSOWERプロジェクト開始時から使用してきていたNOAA 

FPHは、NOAAの開発・運用グループの研究者・技術者でないと扱えないため、match観測には現
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実的ではなかった。そこで我々は2000年より、スイスMeteolabor社製Snow White露点・霜点温度計

の可能性を試してきていた8, 9)。しかし、このSnow Whiteには高度16 km付近より上空における測定

に問題があることが徐々に判明してきた。一方、2000年代初頭から、NOAA FPHの後継機・高位

機としてコロラド大学製の冷媒使用・露点・霜点温度計（CFH）の開発が進んだ。CFHは、操作性

も高く、match観測にも大変適したセンサーである。このような経緯により、2004年12月～2005年

1月および2006年1月のMATCH観測では主としてSnow Whiteを使用し、1、2地点のみで数発のCFH

を試験的に飛揚し、2007年1月の観測ではじめてCU-CFHのみのmatch観測が実施され、ようやく水

平移流脱水過程の観測という当初の目的を完全に果たすことのできるデータセットを取得できる

体制が整った。  

本研究の期間においては、 2008年 1月に、インドネシア東部のBiak、インドネシア西部の

Kototabang、東单アジアのHanoiの3地点で合計17発、2009年1月に、BiakとHanoiで合計8発、2010

年1月にBiakとHanoiと西部赤道太平洋のTarawaで合計16発のCU-CFHを飛揚した。  

 

（２）過去のキャンペーン観測データに基づく水平移流脱水過程の解析  

 先に述べた通り、SOWERでは、熱帯太平洋域において1998年より年に1、2回の水蒸気・オゾン

ゾンデ観測キャンペーンを実施してきている。当初は東太平洋のガラパゴス諸島San Cristobal島に

おいてNOAA FPHによる観測を中心としてきたが、その後重点を西太平洋域に移し、使用する水

蒸気計もSnow White、CFHと変えてきている。これら全てのデータを用いて、水平移流脱水過程の

定量化の観点からデータ解析をおこなった。解析の方法は2種類ある。ひとつは、各観測から7日

間の後方流跡線を計算し、最小気温（最小水蒸気濃度）値と実際の水蒸気濃度観測値とを比較し、

対応関係を調べるものである。もうひとつは、いわゆるmatch解析と呼ばれるもので、流跡線計算

を多数おこない同一空気塊を観測している観測ペアーを見つけ出し、水蒸気濃度値を比較するも

のである。なお、match解析には、2004年12月、2006年1月、2007年1月、2008年1月、2009年1月の

熱帯西太平洋域における観測キャンペーンのデータを用いた 10)。  

 

（３）熱帯上部対流圏・下部成層圏の水蒸気とオゾンの長期変動の解析  

 熱帯上部対流圏・下部成層圏の水蒸気の直接観測データは大変限られている。欧米による卖発

的な航空機観測キャンペーン、SOWERによる観測キャンペーン、NASA・コロラド大・コスタリ

カ国立大による中米コスタリカでのゾンデ観測、および、NOAAによる他のいくつかの観測キャン

ペーン程度である。一方、人工衛星による継続的で広範囲にわたる観測はあるが、特にTTLには巻

雲がしばしば存在するため測定精度に問題があるし、リモートセンシングの特性上、検証が不可

欠である。そこで、SOWERによる水蒸気ゾンデデータを中心としつつ、NOAAによる1993年3月の

熱帯中央太平洋における観測キャンペーンデータと1997年のブラジルにおける観測データ、およ

びNASA・コロラド大・コスタリカ国立大による2005年以降のコスタリカにおける観測データ等を

併用して、直接観測（“その場”観測）データからみた季節変動～長期変動について解析をおこなっ

た11)。さらに、人工衛星UARS搭載のHALOEによる1991年から2005年の水蒸気観測データ、人工衛

星Aura搭載のMLSによる2004年以降の水蒸気観測データもあわせて解析し、比較検討もおこなっ

た。  

 一方、熱帯におけるオゾンゾンデ定常観測は主として1990年代に開始されている。（ブラジル
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のNatalでは1979年に観測が始まっているが断続的である。）インドネシア（Watukosek）では1993

年に当時の宇宙開発事業団（NASDA）によりインドネシア航空宇宙庁（LAPAN）と東京大学（本

課題メンバーのひとり、藤原を含む）との共同プロジェクトとして月1、2回程度の観測が開始さ

れている。1998年にはNASAが主導して、熱帯各地の既存のオゾンゾンデ観測をネットワーク化す

るプログラム、Southern Hemisphere Additional Ozonesondes（SHADOZ）が開始された。Watukosek

もこれに参加している。これらの活動の結果、インドネシアおよびマレーシア（Kuala Lumpur）で

は1993年から、その他の8地点程度で1998年前後から継続的な対流圏・下部成層圏のオゾンデータ

が蓄積されている。ここでは、特に10年規模の長期変動にまとを絞って解析をおこなった 12)。  

 

（４）TTLの巻雲変動の解析  

 TTLにおける脱水過程を考える場合、水蒸気だけでなく同時に生成される雲粒子、つまり巻雲の

挙動を同時に考えなければ片手落ちである。レーザー光を利用するライダーは、巻雲測定の強力

な道具のひとつであり、SOWERでも積極的に導入して観測を開始しているところである 13)。また、

单米のスリナムでは本課題メンバーのひとり（藤原）が積極的に関わって、巻雲観測データを用

いた研究をおこなってきている14)。ここでは、過去に海洋研究開発機構の地球研究船“みらい”に搭

載された国立環境研究所のライダーによる熱帯西太平洋における観測データ（2001年11～12月、

2002年11～12月、2004年12月～2005年1月）を解析した15)。特に、これまであまり前例のなかった、

大規模気象場変動と巻雲の変動との関係性に着目した解析をおこなった。なお、2004年12月～2005

年1月の観測航海については、本課題メンバーのひとり（藤原）も乗船して、match観測の一部を

担っている。  

 

（５）熱帯対流圏界面領域の気温と熱帯海面水温との関係に関する数値実験及び解析  

 熱帯圏界面の気温は成層圏の水蒸気量を主としてコントロールする役割を担っている。しかし

ながら、熱帯圏界面気温がどのようにして決まっているか、その力学メカニズムは必ずしもよく

理解されているわけではない。ここでは、特に熱帯海面水温とそれに関連する対流活動・波活動

の役割に特に注目し、大気大循環モデルによる各種実験データと再解析データを用いた熱収支解

析をおこなった16)。  

 

 

４．結果・考察  

（１）熱帯西太平洋域における水蒸気・オゾンゾンデ観測キャンペーン－水平移流脱水過程の観

測 

2008年1月にCFHとオゾンゾンデを、インドネシア東部のBiak（1.17S、136.06E）で7発、インド

ネシア西部のKototabang（0.20S、100.32E）で5発（うち1発はオゾンゾンデのみ）、東单アジアの

Hanoi（21.01N、105.80E）で5発、飛揚した。2009年1月には、Biakで4発、Hanoiで4発、飛揚した。

2010年1月には、赤道西太平洋のTarawa（1.35N、172.92E）で5発、Biakで6発、Hanoiで5発、飛揚

した。図1、図2、図3にそれぞれ2008年1月、2009年1月、2010年1月に観測された水蒸気混合比プ

ロファイルと気温から算出された飽和水蒸気混合比のプロファイルを示す。なお図1には、比較の

ため、同時期にコスタリカのAlajuela（9.98N、84.21W）で飛揚された3発のCFHの結果も示す（Holger 
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Voemel氏、Jessica Valverde氏、Henry Selkirk氏のご厚意による）。  

1月の時期、西太平洋の赤道域（Biak、Kototabang、 Tarawa）では、上部対流圏は高湿度で飽和

に近く、気温極小点（対流圏界面）付近では局所的に極めて乾燥している（1～2ppmv）という状

況にある。他方、東太平洋（コスタリカ）や西太平洋亜熱帯（Hanoi）では、上部対流圏は比較的

乾燥しており、対流圏界面付近については2～3ppmv程度と高めだが、Hanoiでは赤道西太平洋程度

の極端に乾燥した値もみられる場合もある。Hanoiの圏界面付近の極乾燥値は赤道域（インドネシ

ア域）から移流されたものだと考えられる。一方、下部成層圏については、観測点間の類似性が

目立つ。すなわち、高度20km付近で極大値5ppmv程度、高度22km付近で極小値4ppmv程度を示し

ている。これは熱帯の対流圏界面気温の季節変化と成層圏子午面循環に伴って生じるいわゆる “テ

ープレコーダーシグナル”である。20km付近で測定された空気は、熱帯圏界面気温が平均的に高い

9月ごろに圏界面を通過して成層圏に入ったものであり、22km付近で観測された空気は圏界面気温

が低い1年前の1月ごろに圏界面を通過したものである。  

 上記のデータを使用した対流圏界面領域の水平移流脱水過程の解析、および下部成層圏の水蒸

気長期変動の解析については、それぞれ（2）節、（3）節にて議論する。  

 

 

図1．2008年1月にコスタリカ（左上）、Biak（右上）、Kototabang（左下）、Hanoi（右下）で観

測された水蒸気混合比（太い実線）と飽和水蒸気混合比（細い実線）のプロファイル。  
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図2．2009年1月にBiak（左）、Hanoi（右）で観測された水蒸気混合比と飽和水蒸気混合比のプロ

ファイル。  

 

 

図3．2009年1月にTarawa（左上）、Biak（右上）、Hanoi（左下）で観測された水蒸気混合比と飽

和水蒸気混合比のプロファイル。  

 

（２）過去のキャンペーン観測データに基づく水平移流脱水過程の解析  

 ここではまず、水蒸気ゾンデにより観測された空気塊の統計的性質を、後方流跡線計算を併用

して調べる。流跡線計算には、ヨーロッパ中長期予報センター（ECMWF）の全球気象現業解析デ

ータの高解像度版（水平分解能1度、モデル高度レベル）、および旧宇宙開発事業団（NASDA）で
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開発された流跡線計算コードを用いた。図4に、過去のSOWER観測キャンペーンにおける、TTL

の空気塊の温度履歴と水蒸気実測値との比較を示す。TTL内の3つの温位面（360、380、400 K）に

おいて、各観測から7日間の後方流跡線を計算し、各流跡線中の最小気温値から計算される最小水

蒸気混合比値を横軸に、実際の水蒸気測定値を縦軸にとった散布図である。360 Kにおいては、大

部分の点が図の左上部に位置しており、また赤道西太平洋の観測点で低濃度、亜熱帯域や東太平

洋の観測点で高濃度という傾向が見られる。前者については、空気塊が過飽和状態にあって今ま

さに脱水過程が進行中であると解釈できる。後者については、脱水が生じる地域がまさに赤道西

太平洋域であることを示していると解釈できる。380 Kにおいては、観測される水蒸気量のばらつ

きが小さくなり、多くの点が図の対角線上付近に集まっている。この温位面においては脱水過程

がほぼ終了しつつあることを示している。400 Kにおいては、地域差がさらに縮小し、大部分の点

が対角線よりやや右下部に分布している。これらは、この温位面における水蒸気濃度が、対流圏

界面（つまり温度極小点）をすでに通過した様々な空気塊が混合し均一化する形で決まっている

ことを反映しているためと考えられる。  

 

 

図4．水蒸気ゾンデにより観測された空気塊が、過去7日以内に経験した最小飽和水蒸気混合比（横

軸）と実際に観測された水蒸気混合比（縦軸）。左から温位360 K（高度約15.5 km）、380 K（17.5 

km）、400 K（18 km）における比較。SC：ガラパゴス諸島San Cristobal、SJ：コスタリカAlajuela、

TR：Tarawa、BI：Biak、BD：Bandung、WT：Watukosek（東ジャワ）、KT：Kototabang、HN：Hanoi。

季節ごとに記号の形を変えてある。  

 

次に、match解析の結果を示す。match解析とは、流跡線計算を多数おこない、同一空気塊を観測

している観測ペアー（matchペアー、と呼ぶ）を見つけ出し、水蒸気濃度値を比較するものである。

さきほどと同様に、ECMWFの高解像度・現業解析データと旧NASDAの流跡線計算コードを使用

した。matchペアーは、高度方向には温位350～360 Kの間において0.2 Kごと、温位の高度勾配の大

きい360 K以上は1.0 Kごと、水平方向には観測点まわり半径1.0度円内0.1度ごとの全点から後方流

跡線を計算し、別の観測点とぶつかった場合に、今度は前方流跡線を計算してもとの観測点に戻

ることを確認する、という手順で定義した。図5に2008年1月のMATCHペアーの一例を示す。2008

年1月15日9時46分（GMT）にBiakの温位352.6 Kで観測された空気塊が約5日間移流し、20日6時45

分（GMT）にHanoiの同じ温位レベルにおいて再び観測された例である。  
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図5．2008年1月のキャンペーンにより見出されたMATCHペアー（BiakとHaNoiのペアー）の流跡

の例。2008年1月15日9時46分(GMT)にBiakで観測された空気塊が約5日間移流し20日6時45分(GMT)

にHaNoiにおいて再び観測された（流跡線中のフットプリントは24時間毎）。温位高度は352.6K。 

 

 

 

図6．（左）流跡線計算により見出されたmatchペアーにおけるオゾン混合比の散布図。横軸が1回

目、縦軸が2回目の観測値。色は1回目観測から2回目観測までに要した大気塊移流時間の違いを示

す。（右）1回目・2回目のオゾン混合比の相関係数をMATCHに要した移流時間の関数として示し

た図。黒線が相関係数、縦のバーは99％信頼区間を示す。  

 

さらに、空気塊の同一性を保証するため、以下の5項目に着目してmatchペアーのさらなるスク

リーニングをおこなった。  

a) 空気塊の代表性を、流跡線アンサンブルを利用して判定  

b) オゾンの準保存性を利用して空気塊の同一性が保たれていない可能性のある事例を排除  
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c) 流跡線上への対流雲の貫入の有無を、衛星雲画像データを用いて判定  

d) 等温位の仮定がなりたつ移流時間の上限値を、統計的手法を用いて決定  

e) ゾンデの気温データとECMWF解析データとの整合性が高い事例のみを抽出  

例として、図6に、1回目の観測が行われてから再び観測されるまでの移流時間についての解析結

果を示す。移流時間が7日以上になると保存量とみなせるはずのオゾン混合比の相関が低くなるこ

とが示されている。  

 

図7に、スクリーニングをおこなった上で最終的に残った80程度のmatch事例について、オゾン

混合比と水蒸気混合比の散布図を示す。横軸が1回目、縦軸が2回目の観測値であり、水蒸気混合

比のパネルにおいて、y=xのライン（同一空気塊を１回目に観測したときと２回目に観測したとき

の水蒸気混合比が等しい場合に相当する）を境に、右下の領域が脱水を、左上の領域が加水をあ

らわしている。  

 

 

図7．流跡線計算により見出されたmatchペアーにおける（左）オゾン混合比、（右）水蒸気混合

比の散布図。横軸が1回目、縦軸が2回目の観測値。色は温位（高度）の違いを示す。  

 

最終的にmatchとして見出された事例のうち4例を詳細に解析した結果、2例で水蒸気量の保存が、

2例で水蒸気量の減尐が示された。これらの空気塊が移流中に経験した飽和水蒸気混合比を

ECMWFデータの気温値より見積もったところ、水蒸気量の保存が示されたもののうち1例（温位

高度379 K）は1回目観測時の水蒸気混合比を下回るような飽和水蒸気混合比は経験しておらず、

そのため脱水過程が生じることなく水蒸気量が保存されたと解釈された。しかし、もう1例（温位

高度368 K）は短期間（半日程度）ではあるが相対湿度約170%程度の過飽和を経験していたにもか

かわらず有効な脱水が生じていなかった。このことから氷晶の形成が開始されるためには170 %以

上の相対湿度が必要である、もしくは温位高度370 K付近では氷晶の成長速度が非常に遅く例えば
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半日程度のイベントでは有効な脱水は生じないとの考察を導くことができた。一方、図8に示すの

は水蒸気量の減尐が示された例についての空気塊の流跡と飽和水蒸気混合比の履歴である。この

match事例（温位高度350.4 K）において、1回目観測時に約30 ppmvの水蒸気混合比を持った空気塊

が図8のような飽和水蒸気混合比を経験し2回目観測時には約20 ppmvの値にまで脱水されたこと

が示された。脱水が示されたもう一例（温位高度357.6 K）と合わせて、1回目および2回目に観測

された水蒸気混合比と移流中の飽和水蒸気混合比履歴との比較を行ったところ、相対湿度が約

190%に達するまでに氷晶の形成が開始されていること、さらに一度氷晶形成が始まれば最終的に

相対湿度約120%に相当する水蒸気量にまで脱水されていることが示された。  

 

 

図8． スクリーニングの結果水蒸気量の減尐が示されたmatch例についての、空気塊の流跡線と移

流中に経験した飽和水蒸気混合比（色）。温位高度は350.4 Kでインドネシア、ビアクからベトナ

ム、ハノイへのmatch。薄桃線は2回目観測時にmatch空気塊の周辺に移流してくる大気の後方流跡

線。  

 

なお、このようなTTL内を水平移流する空気塊の解析には温位座標系が便利である。反面、温位

は気圧のみならず気温測定の誤差の影響をうける。そこで、SOWERキャンペーンにおいて同時観

測されたGPS高度と測高公式の積み上げにより得られるPTU高度との比較によりゾンデ観測値に

含まれる温位バイアスの評価を行った17)。これによりVaisala RS80ラジオゾンデにTTL領域におい

て約0.4 Kの温位バイアスが見出された。  

 

（３）熱帯上部対流圏・下部成層圏の水蒸気とオゾンの長期変動の解析  

先に述べたように、中緯度下部成層圏や成層圏全域に関する水蒸気長期変動の観測報告はなさ

れているが、熱帯下部成層圏については水蒸気の直接観測（“その場”観測）データが大変限られて
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いることもあって、その長期変動について直接観測データを用いた詳細な報告はまだない。そこ

で、SOWERによるNOAA FPHおよびCFHを用いた全観測データ、NOAAによる1993年3月の熱帯中

央太平洋における観測データと1997年のブラジルにおけるNOAA FPH観測データ、およびNASA・

コロラド大・コスタリカ国立大学による2005年から2008年の間の中米コスタリカにおけるCU-CFH

定常観測・キャンペーン観測データを用いて、直接観測データからみた季節変動・年々変動・10

年規模長期変動について解析をおこなった。さらに、人工衛星UARS搭載のHALOEによる1991年

から2005年の水蒸気観測データと人工衛星Aura搭載のMLSによる2004年以降の水蒸気観測データ

もあわせて解析し、比較検討もおこなった。  

 図9に熱帯下部成層圏（68～37 hPa）における水蒸気濃度の時間変化を示す。ゾンデの観測点は

熱帯各地に分布しているが、70 hPa程度以高の高度領域では東西一様とみなしてよいので、東西平

均図と解釈できる。さらに、図1～3に明瞭に示されているように、下部成層圏にはいわゆるテー

プレコーダーシグナルが顕著であるが、68～37 hPaの平均をとることにより、おおよそ年平均の下

部成層圏水蒸気濃度値を得ていると考えることができる。図9によると、ゾンデデータと衛星デー

タの共通の傾向として、1990年代には3.5～3.8 ppmv程度で若干の増加傾向が見られ、2000年代の

はじめは2000～2001年の“drop”に引き続いて3.0～3.5 ppmv程度で極小を示し、2004年以降は2000

年代はじめに比べて0.5～1 ppmv程度増加したまま推移している。つまり、1990年代から2000年代

においては、2000年代はじめを極小とするような10年規模の変動があったことが明らかとなった。

この変動の力学メカニズムの解明は今後の課題である。  

 

 

図9．熱帯におけるNOAA FPHおよびCFHによる水蒸気観測データに基づく68～37 hPaの層の平均

の水蒸気混合比の時間変化。Hanoiのデータは使用していない。丸印がNOAA FPHのキャンペーン

平均、星印がSOWERによるCFHキャンペーンの平均、黒三角印がコスタリカにおけるCFH観測の

月平均。また、小丸印、小四角印はそれぞれ、同気圧層におけるHALOEとMLSの10N～10S月平均

値を示す。バーは標準偏差（観測の不確定性とテープレコーダーシグナルの両方の寄与を含む）

を示す。  

 

 なお、2004年～2005年のデータをよくみると、ゾンデ（CFH）とMLSの測定にはほとんどずれ

はないが、HALOEが他よりも0.5 ppmv程度常に低い様子が見て取れる。これまでHALOEは下部成
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層圏水蒸気の標準/参照データと見なされてきていたが、実は乾燥バイアスがあったと考えられる。

HALOEのチームでもその点を把握しており、本報告書執筆現在、データ処理の見直しをおこなっ

ている。気候変動問題を意識した衛星データの継続的な検証という意味でも、ゾンデによる “その

場”観測は極めて重要である。  

 一方、熱帯の上部対流圏～下部成層圏におけるオゾンの長期変動については、SHADOZが収集

しているものを中心とした熱帯各地のオゾンゾンデデータを利用して解析した。利用した観測点

は、Samoa、San Cristobal、Paramaribo、Natal、Ascension、Nairobi、Malindi、Kuala Lumpur、Watukosek、

Fijiの全10地点である。全ての地点において時期により異なるが月1～4回程度の観測がおこなわれ

てきている。図10に、高度17～18 kmにおける各地点の年平均値の時系列を規格化した値で示す。

作図の際には、まず、各地点ごと各高度域ごとに気候値（月平均値）を作成し、各観測について

気候値を引いて偏差を算出した（これをdeseasonalizeと呼ぶ）。その上で、各地点、全期間の平均

値で割って規格化し（%表示）、最後に年平均値を求めた。このような手順により、異なる地点の

データを偏差の大きさという観点で平等に比較することができる。図10によると、1999年（一部

2000年）に多くの点で極大が見られ、2006年以降になって再度極大にさしかかっているように見

える。このような大きな変動は16～20 kmの領域に限定されている。なお、対流圏については、

WatukosekとKuala Lumpurにおける1997年後半のエルニーニョに伴う（大森林火災による）増大現

象が際立つものであるが、下部成層圏の変動はそれとは明らかに独立である。熱帯下部成層圏の

オゾンの10年規模変動については、Randel et al.
3)がすでに部分的に（1999年以降の減尐期について）

報告しており成層圏子午面循環の強度変化に伴うものではないかという仮説を提唱している。し

かし、我々の解析によると太平洋域の変動が大きく大西洋域では変動はそれほど顕著ではないと

いう、経度非一様があることが分かっており、成層圏循環のみならず対流圏循環の変動も関わっ

ている可能性が高い。この、オゾンの10年規模変動のメカニズムの解明は今後の課題である。  

 

 

図10．熱帯の10地点（本文参照）のオゾンゾンデデータに基づく、17～18 kmのオゾン混合比の年

平均値の時系列。各地点で気候値を差し引くなどして規格化してある（詳細については本文参照）。 
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（４）TTLの巻雲変動の解析  

 海洋研究開発機構の地球研究船“みらい”に搭載された国立環境研究所のライダーにより、熱帯西

太平洋において、2001年11～12月（2.0N、138.0E）、2002年11～12月（2.0N、138.5E）、2004年12

月～2005年1月（7.5N、134.0E）の3回、エアロゾル・巻雲の観測が行われた。ここでは、TTL内に

出現した巻雲について、大規模気象場変動との関係性に着目した解析をおこなった。2001年の観

測の特徴は、TTL内には基本的に雲がなく、Subvisual cirrusと呼ばれる光学的に大変薄い雲が時お

り見られた程度であったことである。しかしながら、この時期観測点付近のTTLは低温状態が持続

しており、巻雲生成の必要条件は整っていた。大規模気象場の解析をおこなった結果、この時期、

北半球亜熱帯中央太平洋域を経由した中緯度下部成層圏からの乾燥空気塊の影響を強く受けてい

たことが分かった。これがTTL内において巻雲が生じにくかった原因だと解釈された。2002年の観

測（図11）の特徴は、典型的な大振幅赤道ケルビン波の伝播が見られたことである。これにより、

波の寒位相部・上方変位位相部（11月19～30日の高度10～15 km、12月5～12日の高度15～17 km）

において巻雲が出現し、暖位相部・下方変位位相部（12月1～4日）においては巻雲が消滅した。

2004～5年の観測の特徴は、前半では2002年の観測同様大規模東進波に伴い典型的な巻雲変動が見

られたが、後半、大規模波動の暖位相部が到達しても巻雲は消えず、むしろ大変光学的に厚く肉

眼でもみえるような巻雲が持続したことである。気象場解析の結果、单半球側の西太平洋に到達

したMadden-Julian振動と思われる積雲群からの水蒸気供給があったためと解釈された。さらにこ

の光学的に厚い巻雲は、夜間に降下するという明瞭な日変化を示していた。このような観測事例

はこれまで報告されていない。これまで知られていなかった新たな脱水過程の存在を示唆してい

る可能性がある。  

 

 

図11．2002年11～12月における熱帯西太平洋（2.0N、138.5E）における雲粒子（船舶搭載ライダー

による1064 nm光の後方散乱係数）の時間高度断面図。分厚い低層雲や中層雲の存在により観測で

きなかった領域を灰色で示す。また、同じ船における3時間おきのラジオゾンデ観測に基づく対流

圏界面の位置を黒丸で、温位350、355、360、370 K面の位置を曲線で示す。  
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（５）熱帯対流圏界面領域の気温と熱帯海面水温との関係に関する数値実験及び解析  

大気大循環モデルCCSR/NIES 5.6に様々な熱帯海面水温(Sea Surface Temperature、SST)を与えた

数値実験を行うことで、エルニーニョ单方振動(El Niño Southern Oscillation; ENSO)などに関連した

熱帯SSTの変化に対する熱帯圏界面気温の応答を調べる感度実験を行った。先行研究 5)により経度

方向に非一様な対流活動が熱帯圏界面気温に影響を与えることが示唆されているため、ここで熱

帯SSTは経度平均成分とそのずれの成分の２つに分け、以下のように変化させて大気大循環モデル

に与えた。  

（i）熱帯SSTの経度平均成分を1℃だけ増加（減尐）させる  

（ii）熱帯SSTの経度勾配を倍増（半減）させる  

その結果得られた、各実験における熱帯圏界面付近の温度変化とその原因を以下の表に示す。  

 経度平均を増加  経度平均を減尐  経度勾配を倍増  経度勾配を半減  

熱帯下部成層圏  低下（鉛直移流）  上昇（鉛直移流）  低下（鉛直移流） 上昇（鉛直移流） 

熱帯圏界面  上昇（非断熱加熱） 変化なし  低下（鉛直渦熱） 上昇（鉛直渦熱） 

熱帯上部対流圏  上昇（非断熱加熱） 低下（非断熱加熱） 上昇（鉛直渦熱） 低下（鉛直渦熱） 

これらの結果で特徴的だったのは、（ ii）の実験で熱帯圏界面気温が鉛直渦熱フラックスの発散に

よる冷却効果の増減によって変化したことである。この鉛直渦熱フラックスによる熱帯圏界面気

温の変化は先行研究でほとんど議論されていない。これは、熱帯圏界面気温に関する先行研究が

主にその季節変動に注目していること、および、季節変動においてはこの項は主要な寄与を持た

ないことが原因であると考えられる。鉛直渦熱フラックスは、局所化した対流域の上空の対流圏

界面付近で、赤道を跨いだ一対の高気圧循環の赤道やや東の上昇流域が低温偏差になることによ

って負となる。このパターンは成層圏では減衰するのでフラックス発散により冷却する（図12）。

本実験で得られた鉛直渦熱フラックスによる熱帯圏界面気温の変化は非常に興味深い結果と言え

る。  

（ ii）の熱帯SSTの経度勾配を弱化させる設定はエルニーニョ現象のピーク時のSST分布に類似

しており、この実験結果と現実のエルニーニョ時において、熱帯圏界面領域での大気場の変動が

類似した場合、エルニーニョ時の熱帯SSTの経度勾配の弱化が起因して大気場の変動が駆動されて

いると考えられる。このことを確認するため、観測SSTを顕著なエルニーニョ現象が現れた周辺の

時期（1996年～1999年）について与えた数値実験を併せて行い、エルニーニョ時の熱帯圏界面気

温の変化とその原因となる作用が同じであるかを調べ、その上でヨーロッパ中期予報センター再

解析データ(ERA-Interim)と比較しこの大気大循環モデルの結果の妥当性およびSSTのみで熱帯圏

界面気温の変動を説明できるかを調べた。その結果、顕著なエルニーニョ現象のピーク時 (1998年1

月)周辺において大気大循環モデル・ERA-Interimの両方で熱帯圏界面気温の帯状平均値が異なる年

の同時期に比べ1℃上昇し、（ ii）と同様に鉛直渦熱フラックス発散による冷却効果が減衰してい

ることが確認された（図13）。この結果から、エルニーニョ時の熱帯圏界面気温の上昇は熱帯SST

の経度勾配が減尐したことによる鉛直渦熱フラックスの発散の減衰が主な原因であることが明ら

かになった。しかしながらこの鉛直渦熱フラックスが熱帯圏界面領域で生成されるメカニズムは

未だ不明な部分が多く、さらなる調査・解析が必要である。  
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図12. 対流活動が活発な熱帯西太平洋域の対流圏界面付近 (100 hPa)の鉛直渦熱フラックスの模式

図。Hは高気圧偏差、楕円は低温偏差、上向き下向き矢印は、上向き下向き鉛直流偏差。このレベ

ルでは鉛直渦熱フラックスは負になるが、上層にゆくに従ってこのパターンは弱まり、鉛直渦熱

フラックスによりその間の層は冷却する。（Yoshida and Yamazaki 2010のFigure 10） 

 

 

図13． 1996～1999年におけるERA-Interimデータ（上）と観測SSTを与えた大気大循環モデル（下）

の熱帯圏界面(ERA-Interimは95 hPa、AGCMは90 hPa)の気温[実線・黒；右軸]の時系列と変形オイ

ラー平均熱力学方程式から算出した主要な作用（鉛直移流 [破線・下]、非断熱加熱[一点鎖線・上]、

鉛直渦熱フラックス収束[点線・真ん中]；左軸）。（Yoshida and Yamazaki 2010のFigure 11を改変）  

 

 



 

 

A-071-17 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

熱帯対流圏界面領域における水平移流脱水過程は、現在もっとも有力な脱水過程のひとつであ

ると考えられているが、その場観測による観測研究は我々が過去数年行ってきたもの以外にはな

い。今回の研究では、熱帯西太平洋域における多地点・準同時観測を精力的におこない、過去の

キャンペーンデータと合わせて解析し、同一空気塊を複数回測定した事例を80程度得て、事例解

析に留まらない統計的な議論が可能となった。さらに、1993年以降の熱帯での水蒸気ゾンデ・オ

ゾンゾンデ観測データに基づき、熱帯下部成層圏の水蒸気とオゾンの長期変動を解析し、それぞ

れ極めて顕著な10年規模の変動現象が明らかになった。これらのメカニズムについては、今後世

界の成層圏科学者が協力して解明していくべきものであり、科学界に大きな問題を提示すること

ができた。付随した成果として、これまで下部成層圏水蒸気の標準・参照データと見なされてき

たHALOEデータに乾燥バイアスの問題があることを示した。また、水蒸気除去過程と表裏一体の

関係にある熱帯対流圏界面領域における巻雲の変動とそのメカニズム解明について、過去の観測

データを用いて大規模気象場との関係に着目した解析をおこない、個々の事例について妥当な解

釈を与えることに成功した。熱帯対流圏界面領域の巻雲に関して過去にこのような視点にたった

解析は極めて限られていたため、今後の世界の研究の流れに大きな影響を与えると考えられる。

さらに、この解析の過程で、夜間に下降するという巻雲の顕著な日変動が明らかとなり、一般的

な性質である可能性が示唆された。これは見過ごされてきた強力な脱水過程のひとつである可能

性があり、今後そのメカニズムを解明する必要がある。さらに、熱帯対流圏界面領域の気温をコ

ントロールする新しいプロセスを数値実験により提示した。これらの成果は、成層圏科学界への

大きな貢献である。  

 

（２）地球環境政策への貢献  

・環境省環境調査研修所での地球環境保全研修において、成果の一部を紹介した。  

・ウィーン条約締約国第7回オゾン調査管理者会合（2008年5月、ジュネー  ブ）において、本研究の

成果の一部を紹介した。  
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７．国際共同研究等の状況 

熱帯域における水蒸気・オゾンゾンデ観測は、SOWER（Soundings of Ozone and Water in the 

Equatorial Region）プロジェクトとして実施した。1998年より継続しているこのプロジェクトは、

本課題メンバーの一部が立案と実施において中心的な役割を果たしており、米国海洋大気庁

（NOAA）のSamuel J. Oltmans氏およびドイツ気象局（以前はコロラド大学・NOAA）のHolger 

Voemel氏と密接に連携している。実際に、2008年1月の観測にはHolger Voemel氏も参加している。

さらに、H19年度からは、ロシア中央大気観測所（CAO）のVladimir Yushkov氏との共同研究もは

じめた。SOWERプロジェクトは、世界気象機関（WMO）と国際科学会議（ICSU）による世界気

候研究計画(WCRP) の下のプログラムのひとつであるSPARC（Stratospheric Processes And their Role 

in Climate、成層圏過程とその気候影響）の関連プロジェクトのひとつとして位置づけられている。

Biakでの観測については、インドネシア航空宇宙庁（LAPAN）、Hanoiでの観測については、ベト

ナム気象局、Tarawaでの観測についてはキリバス気象局の全面的な協力のもとに実施した。また、

BiakでのFLASH-Bゾンデ観測については、ロシア中央大気観測所と協力している。  
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A-071 成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予測の不確実性評価に関する研究  

（２）成層圏大気の滞留年代の決定に関する研究  

 

宮城教育大学教育学部                菅原敏 

 

 

  <研究協力機関>  東北大学大学院理学研究科    中澤高清  

           東北大学大学院理学研究科    青木周司 

                    東北大学大学院理学研究科    石戸谷重之 

                    JAXA宇宙科学研究本部      本田秀之  

    国立極地研究所       森本真司 

                

                      平成19～21年度合計予算額 24,284千円 

                      （うち、平成21年度予算額    8,950千円） 

             ※予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］大型気球に搭載した成層圏大気のクライオジェニックサンプラーを用いて、成層圏大気

を大量に採取し、それに含まれる微量成分である二酸化炭素（CO2）や六フッ化硫黄（SF6）の濃

度、関連する気体成分の同位体組成などを精密に分析した。これらの濃度および同位体比のデー

タをもとにして、成層圏大気の滞留年代（平均年代）を高精度で推定した。平均年代の高精度推

定の過程において、成層圏大気における重力分離の存在と、それが平均年代に与える影響を明ら

かにした。すなわち、大気主成分の同位体比測定の結果から、成層圏においても重力分離が起こ

っている可能性が初めて示唆された、気体分子の質量数の差が１の場合に基準化したときの重力

分離効果は、中緯度の高度35km付近において、およそ−0.05パーミル、極渦内の高度30km付近では

およそ−0.1パーミル程度であることが示された。このことから、CO2濃度をもとにして平均年代を

推定する場合には、最大で約0.4年の補正が必要になることが判明した。研究期間中に2回の新たな

気球実験を実施し、日本上空における最新の濃度データを取得するとともに、過去の気球実験に

よって採取され、保存されている空気試料の再解析を実施し、長期間にわたる変動を明らかにし

た。これにより、北半球中緯度上空における成層圏大気の平均年代の長期的な変化傾向を調べた。

ドイツ、アメリカの研究機関との国際的な協力により、過去に得られた日本上空のデータに加え、

ヨーロッパや、北米上空の平均年代を合わせて解析した結果、近年の数値モデル研究による予測

に反して、北半球中緯度の成層圏における平均年代は低下していないことが示唆された。  

 

［キーワード］平均滞留時間、ブリューワ・ドブソン循環、二酸化炭素、重力分離、同位体比  

 

１．はじめに  

将来のオゾン層の変動を正確に予測するためには、化学過程、力学過程、放射過程などの成層

圏プロセスがどのように変化するのかを把握する必要がある。特に、地球温暖化が成層圏プロセ

スに対して、長期的にどのようなインパクトを与えるのかを解明することは、オゾン層の科学に
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おける重要課題である。近年の化学気候モデルの発展により、地球温暖化が進行する状況下での

成層圏プロセスの応答について研究が進められるようになった。大気中における温室効果気体の

増加は放射強制の増加を招き、その結果として、地球大気の最下層である対流圏では温暖化を引

き起こす一方、成層圏では逆に寒冷化をもたらす。さらに、それらの間接的な効果として、成層

圏の大気循環の変化の可能性が指摘されており、このことが成層圏オゾンの消長や他の微量気体

の平均寿命に対して、極めて重大な影響を及ぼすと考えられている。ButchartとScaifeら1)（2001）

は、化学気候モデルを用いた研究により、温暖化に伴って対流圏からのプラネタリー波の伝播が

増大し、対流圏—成層圏間の質量輸送が強化され、これによってCFC（クロロフルオロカーボン）

などのオゾン破壊物質の除去が早く進行する可能性を指摘した。また、対流圏—成層圏間の質量

輸送が強化されることによって、ブリューワ・ドブソン循環が強められ、過去数十年間に成層圏

大気の平均滞留時間（または平均年代）が短くなっている可能性が指摘されている（Austin and Li, 

2006
2））。ブリューワ・ドブソン循環の強さの長期変動は、オゾン層の消長に対して極めて大き

なインパクトを持っているが、観測によってブリューワ・ドブソン循環の長期変化の傾向を明ら

かにした研究はこれまでない。これを可能にする手段として、成層圏大気中のトレーサー物質を

精密に測定して、その大気の平均滞留時間を推定する方法がある。成層圏大気の平均滞留時間を

長期的に観測することによって、ブリューワ・ドブソン循環の長期変化を検出できるものと期待

されている。そこで、成層圏大気の平均年代を高精度で決定するための手法を開発すると同時に、

時間空間的な平均年代の変化を明らかにすることが不可欠となる。  

 

２．研究目的  

成層圏オゾンの将来予測のためには、成層圏の化学、放射、力学過程のそれぞれがどのように

変化し、またどのように結合しているかを明らかにしなければならない。そのためには、観測に

よってそれぞれの過程を詳細に把握することと、それぞれの理論を統合した化学気候モデルによ

る数値実験とを並行して進めなければならない。近年、人工衛星等によって各種化学成分のグロ

ーバルな時間・空間変動が明らかにされるようになり、化学気候モデルの再現性について詳細な

検討が可能になりつつある。一方、数十年スケールでの長期的な変動に着目すると、過去からの

観測による知見は極めて限られており、化学気候モデルの長期シミュレーションを検証するため

の十分なデータがない。特に、輸送過程の長期的変化については、前述のように、オゾン破壊物

質の除去のメカニズムを介して、オゾン層の変動に大きな影響を持つことが予想されているが、

未だその実態は明らかではない。これを明らかにするためには、成層圏大気の平均滞留時間を正

確に決定する必要がある。そこで、本研究では、大気球を用いた成層圏大気中のトレーサー物質

の精密測定を実施し、それに基づいて成層圏大気の平均滞留時間を正確に決定することを目的と

する。また、平均滞留時間の推定に伴う誤差要因を明らかにし、その決定精度と長期変化検出の

可能性を検討する。本研究の目的は、観測によって平均年代を高精度で決定するために必要な手

法の開発、特に本研究の中で明らかにされた成層圏における重力分離効果が、正確な平均年代の

推定に与える影響を評価することである。このためには、最も重力分離の影響を受けやすい極域

成層圏大気を対象として、CO2だけではなく、その炭素同位体比からも平均年代を推定する。炭素

同位体比はCO2濃度に比べて、重力分離の影響を受けやすいので、これを用いることで平均年代に

対する重力分離の補正が妥当であるか否かを確認することができる。さらに、過去に採取された
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成層圏大気サンプルを再解析することで、長期にわたる平均年代の変化傾向を明らかにする。本

研究に加えて、ドイツ、アメリカの研究機関との国際的な協力により、より長期にわたる平均年

代の変化を調べることが可能となる。  

 

３．研究方法  

本研究では、成層圏大気の平均滞留時間

（対流圏から成層圏に流入した空気塊が、

成層圏大気のサンプリングが行われた地点

に輸送されるまでに要する時間）を、成層

圏大気中のトレーサー物質濃度の精密測定

に基づいて決定した。その原理を図1に示す。

対流圏において濃度が単調増加するトレー

サー物質（X）を成層圏のある地点で観測し

た場合、その場所でのXの混合比は、観測が

行われた同時期の対流圏におけるXの混合

比より低いと予想される。何故なら、成層

圏に流入したXが観測地点に到達するまで

には、一定の輸送時間（大気の年代）を要

するからである。言い換えれば、成層圏大

気のXの混合比と等しい混合比が対流圏大

気で観測された時期が分れば、その時間差

が成層圏に流入後の空気塊が、着目する成

層圏の領域に達するまでの平均滞留時間に

相当する。  

実際に成層圏大気の平均滞留時間を正確に推定するために、本研究では、成層圏大気中の微量

成分濃度を精密に計測する方法を用いた。平均滞留時間を高精度で推定するためには、対象とす

る気体成分に関して、以下の3点の条件が必要である。①対流圏において単調な長期トレンドを示

す成分であること、②成層圏において化学的な生成・消滅が無い、あるいは生成・消滅が起こっ

ていてもその効果が既知であり、補正が可能である気体成分であること、③その成分濃度の分析

誤差が、対流圏における濃度の年々の変化量に比べて、十分に小さいこと、である。①と②の条

件を満たす成分はCO2とSF6である。また、③の条件を満たすためには、実際の現場の大気試料を

採取して分析することが必要になる。したがって、本研究では大気球に搭載したクライオサンプ

リング装置（図2）によって、直接現場の大気試料を採取し、回収した後に気体成分の分析を行っ

た。本研究期間の気球実験は2007年と2009年に実施された。2007年度の気球実験は岩手県大船渡

市三陸町において、また2009年度の実験は北海道大樹町において実施された。クライオサンプリ

ング装置は、気球が高度14kmから35kmの間を上昇・下降する途中において、11の異なる高度にお

いて成層圏大気試料を採取した。また、2006年6月3日に実施された気球実験によって採取された

サンプルの分析も実施した。採取されたサンプルの一部は、将来の新たな分析項目の出現に備え

て長期保存サンプルとして分割され、残ったサンプルを用いて各種気体成分の精密測定を行った。

 

図1. 成層圏大気の平均滞留時間の決定法の概念

図。ここでは、高度10km以上を成層圏としている。

また対流圏でのトレーサー濃度は、現在＞3年前＞7

年前を仮定している。  
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これまでに実施されてきた全ての気球実験において、長期保存用のサンプルが分割保存されてお

り、過去にさかのぼって再解析することが可能である。CO2濃度とSF6濃度は、それぞれ非分散型

赤外分析計と電子捕獲検出器搭載ガスクロマトグラフを用いて決定された。また、後述のように、

正確な平均滞留時間の決定のために必要となるメタン（CH4）濃度と大気主成分（O2とN2）のそれ

ぞれの同位体比の測定も実施している。なお、2007年度実施の気球実験によって得られたサンプ

ルについては、その分析作業が現在も進行中であるため、以下の結果と考察では、既に解析が済

んでいるCO2濃度、SF6濃度、CH4濃度についてのみ議論する。また、2006年に得られた成層圏サン

プルの分析結果について合わせて述べる。さらに、スウェーデン・キルナでの実験を含め、過去

に実施された気球観測についても、ほぼ同様の方法で採取されている (Aoki et al., 2003
3)

)。濃度の

みではなく、サンプルの一部からCO2のみを冷却法によって精製抽出し、そのCO2の分子量44、45、

46の同位体種存在比を安定同位体質量分析計によって計測した。成層圏では、オゾンを中心とす

る光化学反応系の中の酸素サイクルにおいて、非常に大きな非質量依存型同位体分別が起こって

いることが知られている。CO2の中の酸素原子についても、酸素17が異常に濃縮しており、その結

果、質量分析計によって得られる44、45、46の存在比のみから、正確に炭素同位体比を決定する

ことはできない。同じ成層圏大気試料を用いた他の研究によって、酸素17の濃縮がどの程度であ

るかが既知であるため、イオン・コレクション・スキームを新たに改良し、酸素17の異常濃縮を

考慮した上で、酸素18と炭素13の同位体比を計算した。成層圏のCO2濃度は、CH4の酸化によるCO2

生成の影響を受けているため、同時に計測されるCH4濃度を用いて補正する必要がある。これと同

様に、成層圏のCO2の炭素同位体比も、CH4酸化によるCO2生成の影響を受けるが、このとき付加

 

図2. 気球搭載型クライオサンプラーの概略図 
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される炭素の同位体比はCO2のそれに対して非常に低い値を持っているため、この補正が重要とな

る。このために、同じ大気試料を用いて、CH4の炭素同位体比の計測も行った。  

 

４．結果・考察  

（１）平均滞留時間の高精度推定法の確立  

分析によって得られたCO2濃度とSF6濃度の鉛直分布を図３に示す。CO2濃度は対流圏界面付近か

ら高度20km付近にかけて急激に濃度が低下し、さらにその上空では濃度勾配が小さくなる傾向が

ある。観測が行われた中緯度地域における、成層圏下層の大気輸送の主要なメカニズムとして、

圏界面を通した対流圏・成層圏間の鉛直方向の混合と、熱帯収束帯での強い上昇流に伴う成層圏

内の極方向への水平移流が考えられる。前者としては、ジェット気流周辺での圏界面ギャップに

伴う成層圏空気の下降に代表されるような、ジェット気流の位置や活動度に関係した成層圏大気

の鉛直混合が考えられる。しかしながら、対流圏上部と成層圏下部におけるCO2濃度の季節変化パ

ターンがほぼ逆位相であるというNakazawa et al.（1991）4)の飛行機観測の結果を考慮すると、上

述の鉛直混合が成層圏下部のCO2濃度プロファイルを支配しているとは考えにくい。むしろ、後者

の成層圏内の極方向への水平移流が、下部においてより迅速に起こると考えると解釈が可能であ

る。すなわち、熱帯地域で成層圏まで上昇した対流圏空気が比較的速く成層圏下部を極側へ移動

することで、観測されたCO2濃度の鉛直プロファイルが形成されたと考えられる。この成層圏下部

においては、季節や年に応じた水平移流の強度の違い、あるいは輸送速度の高度による違いなど

が予想されるため、観測頻度が低く、また観測の季節も限定される気球観測では、成層圏下部に

おける平均滞留時間の長期傾向を検出するのは困難である。一方、高度20km付近より上層におい

ては、対流圏における強い季節変動が成層圏内の輸送過程によって弱められ、濃度が均一化され

ており、平均滞留時間を推定するのに適していることが分る。  

 

図3. 日本（三陸）上空におけるCO2濃度（左図）とSF6濃度（右図）の鉛直分布。白丸が2006

年、黒丸が2007年の結果を表す。  
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この観測された濃度から平均滞留時間を推定するためには、基準となる対流圏内の変動が必要

である。平均滞留時間は、熱帯対流圏界面から成層圏に持ち上げられ流入した大気が、観測が行

われた中緯度に到達するまでに要した平均的な時間を意味している。したがって、熱帯対流圏界

面付近における変動が基準となる。これまでの航空機によるCO2濃度の観測結果から、熱帯域にお

いては対流圏上部と下部における濃度差が小さいことが知られているため、熱帯対流圏の地表に

おける観測データを基準とした。しかしながら、対流圏において大きな季節変動を示すCO2濃度で

は、成層圏で観測された濃度を単純に対流圏での濃度変動と比較することで平均滞留時間を推定

することはできない。なぜなら、成層圏に流入した大気は混合過程を伴いながら、徐々に極域へ

と輸送されるため、観測された濃度は、実際には様々な滞留時間を経たトレーサー物質がそれぞ

れに重みを持って混合されたものと考えられる。それぞれの滞留時間の重みは、年代スペクトル

と呼ばれており、理論的に推定されている（Hall and Plumb, 1994
5）; Waugh and Hall, 2002

6)
; Schoeberl 

et al., 2005
7)）。すなわち、現実的な年代スペクトルに従って平滑化された時系列データと比較す

ることによって、平均滞留時間を推定しなければならない。本研究では、Hall and Plumb
 
(1994)

 5)

が示した１次元大気における理論的な年代スペクトルが、逆正規分布と等価であることから、様々

な平均滞留時間と分布幅を持つ逆正規分布を仮定した（図4）。この年代スペクトルを用いて、対

 

図4. 逆正規分布関数で表現された年代スペクトル。平均滞留時間が0.1年から7.0年までのも

のに相当する。  
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流圏における濃度変動を平滑化し、平均滞留時間を推定した（図5）。これにより、2006年と2007

年の高度25～27km以上でのCO2濃度平均値、それぞれ371.36ppmと373.17ppm（後述のようにCH4

酸化について補正した値）に対応する平均滞留

時間は、それぞれ5.1年と5.2年であることが判っ

た。SF6濃度についても同様の解析を行った結果、

平均滞留時間は5.4年と推定された。  

この平均滞留時間の推定に関する誤差要因につ

いて考察した。  

１）CO2濃度に対するCH4酸化の影響  

既に述べたように、正確な平均滞留時間の推

定のためには、成層圏における生成・消滅が存

在しない気体成分を用いることが望ましい。CO2

については、成層圏におけるCH4の酸化消滅が

CO2生成となるため、この効果を評価する必要が

ある。そのため、採取されたサンプルを用いて、

CH4濃度の分析を実施した（図6）。CH4濃度は

高度とともに急激に減少しており、対流圏濃度

からの低下分がCO2生成に相当するものと仮定

すると、容易にCO2濃度に対して補正できる。

 

図5. 熱帯対流圏における濃度変動（実線0）と年代分布関数によって平滑化された変動（１か

ら８）。平均滞留時間が0年から8年までに対応する。丸印は2006年および2007年の気球実験に

よる観測値を示し、観測高度に応じて濃淡で表す。  

 

 

図6. CH4濃度の鉛直分布。2006年6月3日（白

丸）と2007年6月4日（黒丸）。  
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2006年実施の観測においては、この補正量は高度25km以上の平均値に対して約−0.9ppmであり、平

均滞留時間に対する影響は6−7ヶ月である。ただし、CH4濃度の分析精度は約3ppbであるので、こ

の補正に伴う平均滞留時間への誤差伝播は無視できる。  

２）年代スペクトルの不確実性  

平均滞留時間の推定に用いられる年代スペクトルは、単純な理論を基にして仮定したものであ

り、現実とは異なっている可能性が考えられる。しかし、年代スペクトルを観測によって確認す

ることは不可能である。Schoeberl et al.（2005）7)は数値モデルによって年代スペクトルの緯度によ

る違いなどを推定しており、単純な理論に基づく逆正規分布とは異なる関数形を示している。現

実には輸送過程の季節性や年々変動などによって、特定の滞留時間について重みが偏ることが考

えられる。そこで、本研究では、単純な逆正規分布として仮定した年代スペクトルが、現実とは

異なることに起因する平均年代の誤差を評価するために、逆ガンマ分布や、極端に非現実的な矩

形分布を適用し比較したが、平均滞留時間に対するその影響は最大で0.1年程度と小さいことが判

った。  

３）重力分離の影響  

これまで大気中において重力分離

が起こるのは熱圏以上であると考え

られてきた。しかし、本研究の一環と

して同時に測定されている大気主成

分の同位体比の結果から、成層圏にお

いても重力分離が起こっている可能

性が初めて示唆された（Ishidoya et al., 

2008
8））。気体分子の質量数の差が１

の場合に基準化した場合の重力分離

効果は、中緯度の高度35km付近におい

て、およそ−0.05パーミル、極渦内の

高度30km付近ではおよそ−0.1パーミ

ル程度であることが示された（図7）。

仮に、この重力分離効果が全ての気体

種について作用していると仮定する

と、CO2やSF6等の濃度分析にも影響す

る可能性がある。その効果の大きさは

成分の分子量と平均空気分子量の差

に比例するため、SF6では117倍、CO2では15倍に増幅される。これは、SF6とCO2の濃度に対する補

正量に変換すると、それぞれ最大で0.06pptと0.5ppmに相当する。極域の極渦が発達した条件下で

は測定誤差以上の効果を生ずる可能性が示唆されるが、中緯度における観測についてはその影響

が小さく、無視し得ることが判った。他方、重力分離のシグナルは平均滞留時間を正確に推定す

るための補正項のみならず、それ自身が平均滞留時間を推定するための新たなトレーサーとなり

得ると期待される。現時点ではその変動のメカニズムは不明な点が多く、今後の重要な研究対象

である。  

 

図7. 大気主成分（O2とN2）の同位体比の鉛直分布（質

量数の差を１に基準化している）  
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 成層圏大気中のCO2濃度の測定結果から大気年代を推定する際には、１)で述べたCH4の酸化なら

びに３）で述べた重力分離の影響を補正する必要がある。図8に、補正についての概念図をに示す。  

４）観測濃度の変動性  

平均滞留時間の推定において最大の誤差要因と考えられるのは、成層圏内における濃度の自然

の変動性である。対流圏内のCO2濃度の大きな季節変動は、平均滞留時間が4～5年程度になる場合、

そのほとんどが平滑化されていると考えられる。しかし、成層圏内の輸送の季節性や年々変動、

あるいは熱帯対流圏界面における流入の時間空間的な特性などによって、成層圏内の濃度にも短

期的な変動性があり得る。しかし、観測頻度が低い気球観測では短期間における濃度の変動性を

評価するのは困難である。ここでは、高度25km以上における鉛直方向の変動性から、それによる

平均滞留時間の推定誤差を見積もった。CO2濃度では高度25km以上において濃度勾配が小さくな

り、2006年の観測結果にCH4の酸化の効果を補正した場合、その平均値と標準偏差は371.4±0.6ppm

である。CO2濃度の分析精度はおよそ0.1ppmであるから、±0.6ppmの標準偏差は自然の変動性を反

映しているものと考えられる。これに対して、現在の対流圏における平均濃度増加率はおよそ

1.6ppm/yearであるので、平均滞留時間での変動性は±0.4年と見積もられる。一方、SF6濃度の標準

偏差±0.15pptは、現在の対流圏における平均の濃度増加率を0.25ppt/yearとして考えると、平均滞留

時間の変動性±0.6年に相当する。以上のことから、2006年に実施された観測結果をもとに、高度

25kmから35kmまでの平均滞留時間を推定した結果、CO2濃度では5.1±0.4年、SF6濃度では5.4±0.6

年となった。両者の差は0.3年であり、それぞれの推定誤差を考慮すると、ほぼ一致した結果を得

たと言える。  

 

（２）高緯度成層圏大気の平均年代推定の高精度化  

これまでの研究では、北極の極渦内の平均年代をSF6濃度で推定した研究結果はあるが、SF6濃度

 

 

図8. 成層圏のCO2濃度の測定結果からの大気年代推定に対する、CH4酸化ならびに重力分離の

影響の補正についての概念図。 
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が予想よりも低濃度になることが知られており、中間圏での化学的な消滅過程の影響があるもの

と推察されている(Engel et al., 2006
9)

)。近年の衛星観測によるSF6濃度の結果でも同様の傾向が明ら

かになっている。そのため、極渦内の平均年代をSF6濃度から推定することは困難となる。一方、

CO2濃度では化学消滅などの影響がないので、より正確な平均年代の推定が可能となる。本研究の

成果として、成層圏においても重力分離が起こっている可能性が初めて示唆された（ Ishidoya et al., 

2008
8））。前述のように、重力分離効果は、中緯度の高度35km付近において、およそ−0.05パーミ

ル、極渦内の高度30km付近ではおよそ−0.1パーミル程度であることが示され、極域の極渦が発達

した条件下ではこの効果はより大きくなる。したがって、極付近では、重力分離の効果が平均滞

留時間の推定に対して、無視し得ない効果を生ずる可能性が示唆される。したがって、本研究で

は、過去にスカンジナビア上空において採取された成層圏大気サンプルを再解析し、そのCO2濃度

および炭素同位体比を用いて、北極極渦内における成層圏大気の平均年代の推定を行った。CO2

濃度および炭素同位体比の両者について、CH4酸化の補正、重力分離の補正を施し、平均年代を推

定した。以下、その過程を順に述べる。図9にスカンジナビア上空において観測されたCH4濃度と、

その炭素同位体比の鉛直分布を示す。CH4濃度は高度とともに急激に減少しており、熱帯対流圏濃

度からの低下分がCO2生成に相当するものと仮定することで、容易にCO2濃度に対して補正できる。

前述のとおり、2006年に国内で実施した気球観測によって、このCO2濃度に対する補正量が高度

25km以上の平均値に対して約−0.9ppmであり、平均滞留時間に対する影響は6～7ヶ月であることを

示した。一方、スカンジナビア上空の極渦内部では、上空におけるCH4濃度の低下が激しいため、

さらにその補正量が増大し、高度25km以上でのCO2濃度に対する補正量は−1.4ppmにもなった。

 

 

図9. 1997年にスカンジナビア上空の極渦内で実施された気球観測の結果。CH4濃度（左）と、
その炭素同位体比（右）の鉛直分布。  
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これは平均年代に換算して、およそ11ヶ月の

補正になる。一方、CH4の炭素同位体比は、高度

とともに急激に高くなり、高度25kmより上空で

は約−25パーミルという値を示した。このことは、

成層圏内を輸送されて極渦まで輸送されたCH4

が、その間の反応消滅過程において、極めて大

きな同位体分別作用を受けたことを示している。

すなわち、同位体的に軽い分子が選択的に酸化

されており、その結果、生成されるCO2は、同位

体的に軽い。したがって、CH4濃度とその炭素同

位体比から、エアマスにおけるマスバランスを

仮定することで、CO2の同位体比に対する補正量

を決定することができる。その結果、CO2の炭素

同位体比に対する補正量は+0.17パーミルとなっ

た。この補正量は、CO2濃度のそれに比べて相対

的に極めて大きく、この補正のみを施した場合

の平均年代は高度20km以上で2.7〜3.7年という

非現実的な値となる。このように見かけ上、小

さな平均年代になる要因は、後述の重力分離の

補正を含んでいないためである。  

スカンジナビア上空の極渦内における重力分離の大きさについては、本研究成果として、既に

報告している（Ishidoya et al.,2008
8）;  図10）。ここでは、その重力分離のデータに基づいた、濃

度および同位体比への補正の方法について述べる。ある気体成分Ｘについて、重力分離効果がな

い場合の濃度をCX0、重力分離によって定常に達した場合の濃度をCXとする。補正すべき両濃度の

差をCXとする。また、空気の平均分子量をmair、成分Ｘの分子量をmX、成分Xの重力分離による

分別（相対値：パーミル）をCXとする。重力分離効果は、大気主成分である酸素や窒素、あるい

は微量な希ガスなどの同位体比測定によって推定される。それらの同位体分別効果は、北極や南

極の雪氷（フィルン）中に存在する空気において見られる重力分離効果でも知られているように、

質量依存型である。したがって、観測から得られた重力分離効果を、質量数の差１に基準化した

値で表し、それらの平均値をnとすると、以下の関係が成り立つ。  



CX 
CX

CX 0
n (mX mair )  

補正すべき濃度の差CXは、CX<< CX0であるから、以下のように表すことができる。  



CX n(mX mair)CX  

CO2の炭素同位体比に対する補正は、該当する質量数の差が1であることから、nと等しい。スカ

ンジナビア上空の観測結果より、高度25km付近ではnが−0.1パーミルであることから、このとき

に重力分離効果が各種気体成分に及ぼす影響を評価し、表1に示した。分子量の大きいSF6では、

空気との分子量の差が117と極めて大きいが、濃度に対する補正量は0.06pptとなり、現在のSF6濃

度のガスクロマトグラフ分析技術の検出限界に近い値となる。対流圏内のSF6濃度の近年の経年的

 
図10. スカンジナビア上空での気球観測に
よって得られた大気主成分の同位体比（質量
数差１に基準化）の鉛直プロファイル。 
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な増加率0.23 ppt/yearを考慮して、平均年代に対する補正量は−0.3年と見積もられた。一方、CO2

では濃度に対する補正量は0.5ppmとなり、分析精度と比べて十分に大きい値となる。SF6と同様に、 

 

対流圏内の濃度の近年の経年的な増加率0.16 ppm/yearを考慮して、平均年代に対する補正量は−0.4

年と見積もられた。さらに、同様の手法を炭素同位体比に対しても適用した。前述のように、炭

素同位体比に対する補正量の大きさはnと等しくなるので、0.1パーミルであり、近年の経年的な

減少率−0.025 permil/yearを考慮すると、平均年代に対する補正量は+4.0年となる。すなわち、炭素

同位体比に対する重力分離効果の補正量は、SF6やCO2と比べて正負が逆転するばかりでなく、そ

の大きさも１桁程度大きくなる。  

表1. 重力分離による同位体分別（質量数差１に基準化）が-0.1パーミルであると仮定した
場合の、各成分の重力分離補正の大きさと平均年代に対する補正量を示す。 
 

 

 

図11. 1997年2月22日および3月18日のスカンジナビア上空におけるCO2濃度（左）とCO2年代
（右）の鉛直分布。CH4の酸化によるCO2の生成と重力分離の効果について補正された値を示す。 
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 スカンジナビア上空で得られたCO2濃度とその炭素同位体比の鉛直プロファイルについて、CH4

酸化と重力分離の影響についての補正をそれぞれ施した場合の結果と、それに基づく平均年代の

推定結果を図11に示した。平均年代は、個々の濃度および同位体比のデータを、熱帯対流圏にお

けるそれぞれの変化を比較することによって推定した。以下、CO2濃度を例にして説明する。対流

圏内における濃度変動は、顕著な季節変動と経年変動を含んでいる。それらの変動性は、大気輸

送過程によって大きく減衰しながらも、成層圏へと伝播してゆく。したがって、それらの減衰の

効果を考慮した熱帯対流圏における変化と比較する必要がある。本研究では仮想的な年代スペク

トルを用いて、あらかじめ熱帯対流圏変動が成層圏へ輸送された後のスムージングされたカーブ

を計算し、個々の観測値をこれらと比較することによって平均年代を推定した。この結果、CO2

濃度から推定された極渦内における平均年代は、6.1±0.1年であった。2006年の気球観測によるCO2

濃度とSF6濃度から日本上空の成層圏の平均年代を推定した結果では、それぞれ、5.1±0.4年、およ

び5.4±0.6年であった。本研究のスカンジナビア上空の結果は、それに比べて0.7〜1.0年長いことを

意味している。成層圏内のより上層の大気が、より長い時間を経て輸送され、極渦内で下降して

いると考えれば整合的である。一方、炭素同位体比から推定された平均年代は、CO2濃度による推

定値に比べてばらつきが大きいものの、その平均値は5.7〜7.3年となり（図12）、CO2濃度から推

定された平均年代とほぼ合致する。前述のように、両者ではCH4酸化や重力分離の効果の相対的な

寄与は全く異なっており、炭素同位体比に対する補正量が極めて大きいにもかかわらず、両者に

基づく平均年代の推定値が一致しているという事実は、本研究の平均年代推定における重力分離

効果の評価が正しいことを裏付けている。  

 

 

図12. 図11と同じ。ただし、炭素同位体比とそれにより推定した年代の鉛直分布。 
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（３）中緯度における平均年代の長期変化  

近年、数値モデルによる研究が進み、地球温暖化などの気候変動と成層圏の種々のプロセスを

カップリングした数値モデルによる予測が行われている。このような数値モデルを用いた平均年

代の研究からは、「地球温暖化に伴って成層圏の平均年代は短くなる」という予測が報告されて

いる（Austin and Li, 2006
2））。しかし、これまで、観測等によって成層圏大気の平均年代の長期

傾向を明らかにした研究はなかった。本研究では、主にCO2濃度に基づく平均年代の推定の高度化

を目指しているが、他のいくつかの研究機関においても、成層圏大気中におけるCO2とSF6の濃度

を観測している。このような研究は、日本・ドイツ・アメリカの別々のグループによって独立に

実施されてきたが、それぞれのグループのデータがカバーする期間は限られており、一つのグル

ープが保有するデータのみから長期的な変化を調べることは困難である。そこで、各グループが

実施してきた気球観測の結果を共有し、1975年から2005年までの30年間に行われた合計27回分の

気球実験をもとにして、平均年代の長期変化を調べた (Engel et al., 2008
10)

)。その結果を図13に示し

た。この30年間における平均年代の全平均値は4.9 (±0.5)年であり、また、その平均変化率は10年

当たり+0.24 (±0.22)年である。一見して、変化率の値が正であることは、平均年代が増加している

ことを意味するが、詳細な誤差評価をもとに統計的に検定した結果、その有意性は低く、むしろ

この30年間の平均年代には顕著な長期的変化は認められない、という結論に至った。一方、前述

 

図13. 北半球中緯度の成層圏における高度24から35kmの間で平均した平均年代の推移（Engel 

et al., 2008
10)）。それぞれ、CO2濃度から推定されたもの（三角印）と、SF6濃度から推定され

たもの（丸印）を示す。内側のエラーバーは平均値の標準偏差（±1σ）を、外側のエラーバー

は様々な不確定要素を考慮して推定された最大推定誤差を表す。実線は最小二乗法によって当

てはめた直線を示す。  
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のように、数値モデルを用いた研究では、「地球温暖化に伴って成層圏の平均年代は短くなる」

（Austin and Li, 2006
2））と予測されているが、観測に基づいた研究結果では、95％の確からしさ

で、そのような事実はないことが示唆された。また、これまでの幾つかのモデル予測では、温暖

化に伴い、低緯度における圏界面を通した対流圏から成層圏への質量フラックスが増大し、ブリ

ューワ・ドブソン循環が強化される可能性が示唆されている。しかし、観測研究からは、少なく

とも高度20～25km以上においてそのような傾向は見られていない。これらのことから、成層圏下

部を含めて考えた場合、高度に依存して極向き輸送の長期的な変化傾向が異なっている可能性を

示唆している。そこで、観測の測定精度が高いCO2濃度について再解析し、20～25km以上での濃

度の鉛直勾配の変化を調べた。その結果、過去20年間に鉛直勾配が正から負に減少し、その減少

幅は約0.2 ppm/kmであることが明らかになった。すなわち、高度20～35kmの大気層の中でも、上

層ほど極向きの輸送が弱められる傾向にあることが示唆された。  

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

・ 成層圏大気の平均年代について、これまで考慮されていなかった重力分離効果の寄与を詳細に

検討し、平均年代の正確な推定にとって、その効果が無視できないことを示した。さらに、CO2

の炭素同位体比を、平均年代推定のための新たなトレーサーとして利用し、重力分離効果の補

正の妥当性を示した。  

・ 平均年代の推定が難しく、かつ研究例が少ない北極成層圏について、CH4酸化と重力分離の効

果を補正し、その平均年代を正確に決定した。  

・ 国際的な共同研究のもと、平均年代のデータを共有することで、過去  30 年間に平均年代が長

期的に減少している傾向はなく、平均年代は変化していない可能性が高いことが判明した。  

 

（２）地球環境政策への貢献  

・ ウィーン条約締約国第7回オゾン調査管理者会合（2008年5月、ジュネーブ）において、本研究

の成果の一部を紹介した。  
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７．国際共同研究等の状況 

（１） 本研究と同様に、気球を用いた観測によって平均年代に関する研究を進めているドイツの

Frankfurt大・A. Engelら、Heidelberg大・I. Levinら、米国のマイアミ大・E. Atlasら、NOAA・
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実施した。この成果は学術雑誌Nature Geoscienceに投稿された。  

（２） WCRPのコア・プロジェクトであるStratospheric Processes And their Role in Climate(SPARC)

の中で進められているChemistry-Climate Model Validation Activity(CCMVal)のコミュニティ

に対して、本研究で得られた平均年代のデータの一部が提供された。  
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A-071 成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予測の不確実性評価に関する研究  

（３）オゾン層変動の再現性と将来予測精度評価に関する研究  

 

独立行政法人国立環境研究所  

大気圏環境研究領域                 今村隆史  

大気圏環境研究領域  大気物理研究室       秋吉英治  
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<研究協力者> 国立環境研究所 大気物理研究室    中村 哲  

       国立環境研究所 大気物理研究室    山下陽介  
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                      （うち、平成21年度予算額      34,456千円）  

              ※予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］オゾン層将来予測モデル（化学気候モデル）を開発し、1980年から現在までのオゾン量

と気温、南極渦崩壊時期などのオゾン量に関係した気象要素についての再現性を調べた。その結

果、オゾン全量やオゾンホールについては、その経年変動や季節変動をほぼ再現していることが

わかった。また、オゾンホールがオゾンホールの場である南極渦の崩壊時期を遅らせ、南極上空

でオゾンが破壊される期間を拡大していた可能性を見いだした。  

 開発を行った化学気候モデルと、ハロゲン濃度および温室効果ガス濃度の将来シナリオとを使

って、1980年～2100年の期間についてのオゾン層および成層圏の将来予測を行った。オゾン層は

今後大気中のハロゲン濃度の減尐とともに回復することが計算され、オゾンホールは2050年以降

に消滅することがわかった。また、温室効果ガスのオゾン層への影響（オゾン層回復時期への影

響）を調べるため、温室効果ガス濃度と海表面温度を固定した気候固定実験を行った。その結果、

温室効果ガスの増加により、オゾンホール回復時期が10年以上遅れることがわかった。さらに、

オゾン層の回復時期は、オゾン化学の高度による違いやオゾン輸送の緯度による違いを反映して、

緯度・高度によって異なることがわかった。特に熱帯では、オゾン量は2050～2060年頃に一旦1980

年レベルに近づくが、その後また減尐するという結果が得られた。これは、温室効果ガスの増加

によって熱帯域の上昇流が将来強化されることによる。このように下部成層圏のオゾン量は輸送

の影響を複雑に受けるため、オゾン層回復時期予測の精度を上げるためには、オゾン輸送を担う

大気循環の変動に係わる様々な因子（プラネタリー波、重力波、積雲対流など）の気候変化のメ

カニズムを探ることが必要であることがわかった。また、現在の化学気候モデルで特に目立って

いた熱帯圏界面付近の低温バイアスを、新しく開発している化学気候モデルでは除去することが

できた。今後はこの新化学気候モデルによってオゾン層回復のメカニズムを探っていく。  

 

［キーワード］オゾン層、フロン、ハロン、化学気候モデル、地球温暖化  
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１．はじめに  

 WMO/UNEP下の国際プロジェクト「化学気候モデル検証 (Chemistry-Climate Model Validation 

Activity, CCMVal)」によって、オゾン破壊物質濃度の将来シナリオ（WMO-Abシナリオ）と温室効

果ガス濃度の将来シナリオ（IPCC-A1B）を使い、世界で11の化学気候モデルを走らせた計算の結

果、オゾンホールの消滅は2060年～2070年頃になると予測された(Eyring et al., 2007
1)

; WMOオゾン

アセスメントレポート2006, 2007
2)

)。しかしながら、この予測結果は将来の各国のフロン・ハロン

規制がシナリオどおり行われた場合の結果であり、規制が予定どおり進まなかった場合には、オ

ゾンホールの消滅はさらに遅れることが予想され、それがオゾンホール消滅時期や南極以外の地

域でのオゾン回復時期の予測に不確実性を与えることになる。このように将来のオゾン層変動は、

第一義的には大気中のハロゲン濃度の影響を受ける。さらに、二次的に地球温暖化による成層圏

寒冷化の影響を受け、これもオゾン層回復時期の予測に不確実性をもたらす一因となっている。

地球温暖化のオゾン層回復時期への影響には、温室効果ガス濃度の増加によるオゾン生成／消滅

速度の変化、オゾン濃度変化による成層圏気温へのフィードバック、および、熱帯積雲対流の変

化や大気大循環の強さの変化などによるオゾン輸送の変化が関与していることは想像できるが、

その個々の影響の詳細や、それらの影響の全体としての働き方の定量的な評価は未解決の問題で

ある。本サブテーマでは、これらの影響を取り込んだ化学気候モデルを用いた計算を行って、過

去のオゾン層変動の再現性を調べ成層圏プロセスの長期変化の検出を行うとともに、オゾン層の

将来予測実験を行ってオゾン層破壊からの回復時期についての解析とその回復のメカニズムにつ

いての考察を行った。  

 

２．研究目的  

 化学気候モデルのオゾン層変動（季節変動、数年の変動、数十年から100年の間の長期変動）の

再現性を調べる。また、ハロゲンと温室効果ガス濃度の将来シナリオを用いたオゾン層の将来予

測計算を行い、地球温暖化によってオゾン層回復時期に影響を及ぼすと考えられる大気中の力学

過程および化学過程についての解析を行い、それがオゾン層の回復時期の予測精度に及ぼす影響

を評価する。  

 

３．研究方法  

 オゾン破壊物質濃度の将来シナリオ、温室効果ガス濃度の将来シナリオを使った化学気候モデ

ルを用いた数値実験を行い（以下、標準実験と呼ぶ）、観測データの存在する1980年～現在まで

について、モデルと観測のオゾン層変動を比較し、モデルの再現性を評価する。また、オゾン破

壊物質濃度と温室効果ガス濃度の将来シナリオを使った2100年までのオゾン層将来予測実験を行

う。この結果と、温室効果ガスと海水面温度は1975年頃の値に固定し、オゾン破壊物質濃度のみ

将来シナリオに沿って変化させた実験（以下、気候固定実験と呼ぶ）との結果を比較して、温室

効果ガスの増加がオゾン層回復時期へ及ぼす影響について考察する。  

 

４．結果・考察  

（１）CCSR/NIES化学気候モデルの再現性  

１）60
o
S～60

o
N平均オゾン全量の経年変動  



 

 

A-071-43 

 図1に、60
o
S～60

o
Nの緯度範囲で平均

したオゾン全量（カラム量）の過去

（1980年～2004年）の変動について、

観 測 値 （ TOMS デ ー タ ） な ら び に

CCSR/NIES化学気候モデルを用いた数

値実験結果を示した。化学気候モデル

の用いた数値実験のうち、REF1実験と

呼んでいる過去再現実験では、オゾン

破壊物質濃度ならびに温室効果ガス濃

度の変化シナリオとして、それぞれ

CCMVal推奨の将来シナリオ（WMO-Ab

シナリオ）ならびにIPCC-A1B将来シナ

リオを使い、初期値のみを変えて計算

した2つのアンサンブルの結果を示し

ている。一方、図でREF2と示してある

ものは、この期間に起こった太陽放射

の11年周期変動、火山爆発による成層

圏エアロゾル増加、成層圏準2年振動（QBO）による赤道成層圏の東西風の変動を除いて計算した

結果である。モデルのオゾン全量値（315～280DU）は観測値（いちばん低い値を示す線、270～

300DU）より尐し多いが、この期間の1年以内の季節変動や長期にわたる変動をよく再現している。

例えば、1年以内では、4月と9月頃に極

大値がある。これは、オゾン全量の北

半球と南半球の春の最大にそれぞれ対

応している。また、観測値は、1981年、

1889年、2002年あたりにオゾン全量の

極大があり、これは太陽活動によるも

のである。化学気候モデルの結果も同

様にこの時期に極大がある。一方、極

小を見ると、観測値は、1985年、1995

年、2005年あたりに極小がある。これ

も太陽活動の極小期に対応している。

ただし、化学気候モデルでは、1991年

のピナツボ火山爆発起源の成層圏エア

ロゾル増加の影響が大きすぎて、極小

が1993年あたりに起こっている。  

 

２）経度平均オゾン全量の季節変化  

 図2は、経度平均したオゾン全量の時

間－緯度断面を、オゾンホールが起こ

図 1. 1980 年～2005 年までの 60N～60S の経度平均・
月平均オゾン全量の季節・経年変動。細い実線
は観測値(TOMS)。他の太線は化学気候モデルの
計算結果を表す。化学気候モデルの３つの数値
実験については、本文 4.(1)を参照のこと。  

 

図2. 経度平均オゾン全量の時間-高度断面図。横軸の

数字は1月1日からの日数を表す。左側が1980年代の平

均、右側が1990年代の平均。オゾン全量の値は、図中

の等値線と色の濃淡で示されている。(a),(b)は観測

値。黒い部分は観測データがない領域を表す。(c),(d))

は化学気候モデルによる計算値。 
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り始めた1980年代と、その影響が深刻になった1990年代について、比較したものである。化学気

候モデルの計算結果は、観測されたオゾンホールの発達（最上段のパネル）を再現していると共

に、他の緯度のオゾン分布とその変動をほぼ良好に再現している。CCSR/NIESモデルの観測の再

現性の詳細については、世界の他の12の化学気候モデルと共に、Eyring et al. (2006)
3)とWMOオゾ

ンアセスメントレポート2006(2007)
2)に記載されているのでこれらを参照のこと。  

 

３）オゾンホールインデックスの経年変化  

 図3には、オゾン全量が220DU（ドブソンユニット）以下で定義されるオゾンホール面積と、オ

ゾン全量の最低値の1978年から2007年までの経年変化の観測値とモデル値を示す。これらの量は

オゾンホールインデックスと呼ばれ、オゾンホールの大きさの指標である。まず、オゾンホール

面積について実験（●印）の結果を2007年までの観測値（■印）と比較すると、モデルは1980年代

のオゾンホールの急成長、1990年代の成長の鈍化、2000年頃のピーク、その後はそれ以上成長し

ない様子をよく再現していることがわかる。これらは、オゾン全量の最低値で見ても同様である。  

 

 

４）南極渦崩壊時期  

 温度風の関係により、南極成層圏でオゾンが減尐すると、気温が低下し、中緯度との間に気温

差をつくり、南極と中緯度の間で、ある高度より上層にある大気の質量に差を生じ、等圧線間隔

が詰まって極夜ジェットの強度が増すことが予想される。極夜ジェットが強まれば、春期の極渦

の崩壊時期も遅れることが期待される。Kiehl et al. (1988)
4)、Mahlman et al. (1994)

5)らは、オゾン減

尐を与えた、あるいは気温に関してパラメタライズした3次元モデルを用いた数値実験によって、

オゾンホールによる南極渦崩壊時期の遅れを示した。Zhou et al. (2000)
6)も、短期間の3次元モデル

による数値計算から、南極オゾンホールは極渦崩壊時期に影響を与えることを示した。本研究で

は、1980～2004年の期間について、オゾン破壊および対流圏からの波動の影響のトレンドと南極

渦崩壊時期のトレンドとの関係を、客観解析データ (NCEP/NCARおよびERA40)と化学気候モデル

図 3. 化学輸送モデルによって計算されたオゾンホール面積の最大値 (上)とオゾン全量の最
低値の経年変化(下)。オゾンホール面積は、オゾン全量が 220DU 以下の面積で定義され
る。■は TOMS による観測値、●は化学気候モデルによる計算結果。  



 

 

A-071-45 

 

図4. 観測データおよび化学気候モデルの気象場から計算され

た南極渦の崩壊日の経年変化。Nash et al.(1996)
7)の方法を使って

計算された。☆：NCEPデータ（観測）、■：EPA40（観測）、

○：化学気候モデル（REF1_00）、△：化学気候モデル(REF1_01)、

×：化学気候モデル（REF2）。破線は1980～1999年の線形トレ

ンド、実線はREF2の1981年を除いた1980～1999年の線形トレン

ドを表す。  

 

図5. REF2（オゾン層の将来予測実験）の結果から計算

された南極渦崩壊日の経年変化。実線は、Nash et al. 

(1996)
7)の方法（本文参照）、破線は、Langematz and Kunze 

(2006)
9)の方法による。Langematz and Kunzeの方法では、

65
o
S, 50 hPaの経度平均西風の風速が10 ms

-1以下になっ

た日を極渦の崩壊日と定める。  

計算結果を解析して考察した。  

 図 4には、この期間の高度

500K（20km付近）における極

渦崩壊日の経年変化の解析結

果を示す。極渦崩壊日は、500K

等温位面上での極渦の境界に

お け る 風 速 の 水 平 成 分 が

15.2m/sになった日で定義され

た（Nash et al. (1996)
7）を参照

のこと。また、この水平風速の

閾値の妥当性につい ては、

Akiyoshi et al. (2009)
8）のFig.8

を参照のこと）。観測 (NCEP、

ERA40)および化学気候モデル

の3つのアンサンブル(REF1_00、

REF1_01、REF2)とも、このオ

ゾンホールが発達した時期の

南極渦崩壊時期の遅れを示し

ている。また、1つの化学気候

モデルのアンサンブル(REF1_01)を除いて、標準偏差の範囲（1σ）を考慮してもなおそのトレンド

が遅れを示している（詳しくはAkiyoshi et al. (2009)
8）のTable1を参照のこと）。化学気候モデルは、

観測されたオゾンホールの発達に伴う極渦崩壊時期の遅れを再現できた。  

次に、南極渦崩壊時期に影響を与え

る他の要因として、同期間の  ①40～

80
o
S, 100hPaのEP-flux、②40～80

o
S, 50

～ 150hPaのEP-flux divergenceの線形

トレンドを解析した。その結果、対流

圏からのEP-fluxとその下部成層圏で

の収束は、観測では有意な増加傾向を

示し、また、モデルでのそれらのトレ

ンドはほとんど見られなかった。この

ような傾向は、南極渦の崩壊を早まら

せるかトレンドを生じない効果をも

つ。以上の結果より、1980～1999年の

期間では、対流圏からの波動のトレン

ドが南極渦の崩壊時期を早めるまた

はトレンドなしの傾向であったにも

かかわらず、実際に観測された南極渦

の崩壊時期は遅くなったという事実
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から、この間の南極渦崩壊時期の遅れはオゾンホールの発達が原因であったと考えられる。  

このことをさらに確認するため、1980年～2100年のオゾン層将来予測実験に対しても、南極渦

の崩壊時期の解析を行った（図5）。その結果、モデルでオゾンホールが大きい2000年頃をピーク

に南極渦の崩壊時期の遅れがあり、モデルでオゾンホールがほぼ消滅した2060年以降は、南極渦

の崩壊時期は1980年頃の時期に戻っていることがわかる。このことからも、オゾンホールが南極

渦の崩壊時期を遅らせる可能性があることがわかった。  

 ここで示したオゾンホールの拡大・縮小に伴う南極渦の崩壊時期の変化は、南極渦の強化・弱

化と関連しているものと考えられる。今後期待されるオゾンホールの縮小期における南極渦の弱

化傾向が対流圏に何らかの影響を及ぼす可能性がある。この点に関係するCCM数値実験データの

解析をサブテーマ（４）の課題と連携して進めており、その結果についてはサブテーマ（４）の

報告の中で議論する。  

 

５）現化学気候モデルの問題点－熱帯上部対流圏気温の低温バイアスと成層圏水蒸気量－  

 最後に、現化学気候モデルが直面している問題について述べる。最も深刻な問題は、熱帯上部

対流圏（100hPa付近）の気温が観測値に比較して

10度ほど低い点である（図6）。この低温バイアス

によって、モデルの成層圏の水蒸気量は観測値の

半分くらいになっている。というのも、成層圏の

水蒸気量は、熱帯対流圏から流入する空気が気温

のいちばん低い部分（対流圏界面）を通過すると

きの飽和水蒸気量によってほぼ決められるからで

ある。モデルのこの部分の気温が低ければそれに

伴って飽和水蒸気量も低くなり、成層圏の水蒸気

量が減る。これはまた成層圏のHOxの量に影響を

与える。現モデルの低温バイアスは、モデルの放

射スキームに問題があると考えられており、今後、

CCSR/NIESグループで新しく開発された放射スキ

ームを導入すれば、このバイアスは改善されるこ

とが期待できる。それによって、成層圏の水蒸気

量も観測値に近くなるはずである。  

 

 

（２）オゾン層回復時期の緯度依存性とハロゲンおよび温室効果ガスがオゾン層回復時期に及ぼ

す影響について  

 この節では、ハロゲンおよび温室効果ガス濃度の将来シナリオと化学気候モデルを用いたオゾ

ン層将来予測実験を行い、そのアウトプットについてオゾン層回復時期に着目した解析を行った

結果について述べる。将来予測実験によって推定されたオゾン量の回復時期は、熱帯・中緯度・

高緯度などの緯度によって異なるという結果が得られた。このことは、全球一様なハロゲンと温

室効果ガスの地表面濃度の将来変化を与えても、大気中のオゾン量の変動は緯度により、さらに

図６：現化学気候モデルの 1995～2005 年 6、
7、8 月平均気温の観測値(JRA25 データ)

からの差の緯度－高度分布図。実線はモ
デルの気温の方が高い部分を表し、点線
はモデルの気温の方が低い部分を表す。 
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は高度により異なるという結果が得られたことを示しており、それは、大気中のオゾン濃度に影

響する主要因が緯度および高度によって異なるという事情を反映している。さらに、温室効果ガ

スがオゾン層変動に及ぼす影響を見るため、温室効果ガスと海表面温度を固定して、ハロゲン濃

度のみを変化させた数値実験を別に行い、両方を変化させた通常の標準実験との比較を行って、

温室効果ガスがオゾン層回復時期に及ぼす影響を緯度別高度別に評価した。  

 

１）無機塩素量、等価無機塩素量、オゾン全量アノマリの時間変化（緯度別）  

 図7に、化学気候モデルで計算された5つの緯度帯での無機塩素量、等価無機塩素量、オゾン全

量の1978～1982年平均値からのズレの割合（アノマリ）の時間変化を示す。各緯度で、1980年レ

ベル(1978～1982年平均)へ戻る時期が異なっていることがわかる。まず、無機塩素量の代わりにオ

ゾン破壊への臭素の影響を考慮した等価無機塩素量で見ると、等価無機塩素量が1980年レベルへ

戻る時期が無機塩素量（臭素を含まない）が1980年レベルに戻る時期に比べて10～25年ほど遅れ

ることがわかる。オゾン全量に関しては（右図）、温室効果ガス・海水面温度・ハロゲン濃度を

シナリオに沿って変化させた標準実験では、北半球高緯度（60N～90N）が最も1980年レベルに戻

るのが早く、南半球中緯度（25S～60S）と南半球高緯度（60S～90S）が最も遅い。熱帯(25S～25N)

では、1980年レベルに戻らず、2060年以降再びオゾン全量が減尐するという特異な変動を示して

いる。これについては、次節で述べる。無機塩素量、等価無機塩素量、オゾン全量のすべてにつ

いて、標準実験の方が、気候固定実験より早く1980年レベルに戻っている。これは、標準実験で

は、将来の温室効果ガス増加と海表面温度上昇によって大気大循環が強まった結果、成層圏の無

機塩素量および等価無機塩素量がより減尐の早い地表濃度に近くなり、また、寒冷化の進んだ成

層圏上・中部で増加したオゾンがより多く下部成層圏へ輸送されたことによる。また、標準実験

と気候固定実験の回復の違いは、オゾン全量と（等価）無機塩素量との間で必ずしも緯度毎に同

様な傾向を示しているわけではない。例えば、オゾン全量に関しては、両者の違いは南半球の方

が大きいのに対して、50hPaの無機塩素量、等価無機塩素量の違いは北半球の方が大きい。これは、

両者の濃度を決める化学や輸送効率（濃度勾配）が異なり、化学と輸送の効果の緯度による違い

が複雑に絡み合った結果と考えられる。  
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図 7.  高度 50hPaの無機

塩素量と等価無機塩素量

（左側の図）およびオゾン

全量の1978～1982年平均

からのアノマリ(%)の経年

変化（右側の図）。(a)と(b)

は60N～90N平均、(c)と(d)

は25N～60N平均、(e)と(f)

は25S～25N平均、(g)と(h)

は25S～60S平均、 (i)と (j)

は60S～90S平均。  

左側の図で大きい値を示

す2本の線が等価無機塩素

量 (Cly+60Bry)、小さい値

を示す2本の線が無機塩素

量 (Cly)、それぞれ接近し

た2本の線のうち、上が温

室効果ガス (GHG)と海水

面温度を固定した実験（気

候固定実験）、下がGHG、

海水面温度、ハロゲン濃度

のシナリオ変化実験（標準

実験）の結果。2本の水平

線はそれぞれ、1978～1982

年 平 均 の Cly お よ び

Cly+60Bryを表す。  

右側の図で●はTOMSに

よる観測値、上側の線が標

準実験、下側の線が気候固

定実験を示す。（パネル(f)

の25S～25Nの2060年以降

は、上側が気候固定実験、

下側が標準実験となって

いることに注意。） 
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２）熱帯のオゾン層回復時期  

 標準実験による低緯度（25S～25N）のオゾン全

量の経年変化は、2000年から2050年頃まで回復し

その後再び減尐に転じるという、他の緯度帯に比

べて特異な変化が得られた。この節では、この低

緯度オゾン全量の振る舞いについて解説する。図8

は、20hPa以上の高度とそれ以下の高度で積算した

オゾン気柱量の1978年～1982年平均からのアノマ

リを示す。この緯度範囲のこの高度の上下でオゾ

ン気柱量はおおよそ等しい。▲印は、これらの量

の和のオゾン全量についてのアノマリを示す。温

室効果ガスの増加の影響のない気候固定実験では

（図8（b））、オゾンの上層気柱量、下層気柱量、

全量ともに、同様な長期変化の傾向を示すが、温

室効果ガスの増加の影響のある標準実験では（図8

（a））、上層と下層でオゾンの変化に違いがある。

上層では、成層圏の寒冷化によってオゾン量が増

加していくがその増加はだんだん緩やかになって

いく。一方下層では、熱帯積雲対流の活発化によ

る上昇気流の増加によってオゾン量が減尐するが、

その減尐は2050年頃を過ぎた頃から大きくなって

いる。この期間の海面水温のより大きい上昇が原

因と考えられる。以上の2つの効果によって、低緯

度域のオゾン全量は2050年以降に再び減尐に転じ

たことがわかる。  

 

３）南極オゾン層の回復時期－オゾンホールイン

デックスの経年変動－  

 図９には、オゾンホール面積と、オゾン全量の最低値の1980年から2100年までの経年変化の観

測値とモデル値を示す。まず、オゾンホール面積について標準実験（●印）の結果は、オゾンホー

ルは2060年ころまでには消滅することが示された。一方、気候固定実験の結果（○印）を見ると、

2000年頃のオゾンホールのピークまでの標準実験との違いは小さいが、その後の回復フェーズで

は、標準実験に比べてオゾンホールの回復が遅れ、2080年を過ぎてもまだ完全には回復しない結

果となった。これは、標準実験では、二酸化炭素などの温室効果ガスの将来の増加によって成層

圏の気温が低下し、気相反応の温度依存性によりオゾン量が増加する効果が顕著に表れたためで

あると考えられる。気候固定実験ではこの効果はなく、大気中のフロン、ハロン量に応答してオ

ゾンホールは消滅する。温室効果ガスの増加による成層圏の気温の低下は極成層圏雲  (Polar 

Stratospheric Cloud, PSC) の量を増加させ、塩素量の増加した大気では、PSC上で起こる塩素化合

物および臭素化合物の不均一反応を活発化させることによって、オゾンホールの拡大を引き起こ

図 8．低緯度（25S～25N）における、20hPa 以

上の年平均・経度平均オゾンカラム量（灰

色、＋）、20hPa 以下のオゾンカラム量（灰

色、○）、およびオゾン全量（黒、△）の、

1978 年～1982 年の平均値に対するアノマ

リの経年変化。 (a)標準実験。 (b)気候固定

実験。  
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す可能性がある。しかしながら、CCSR/NIES

モデルの実験結果からはその影響はほとんど

見えない。これらのモデルでは、温室効果ガ

スの増加によるオゾン破壊の促進効果はほん

のわずかに見られる程度であった。  

 

４）等価塩素量の1980年レベルへの回復時期

とオゾン全量の1980年レベルへの回復時期と

の相関  

 図10は、図7をもとにして、50hPaの等価塩

素量の1980年レベルへの回復時期とオゾン全

量の1980年レベルへの回復時期との相関を表

したものである。まず、気候固定実験の結果

を見ると、熱帯と南半球で両者の間によい相

関が見られる。このことは、これらの緯度帯

でオゾン量が等価塩素量によって支配されて

いることを表している。一方北半球では、オ

ゾン全量の回復時期は50hPa等価塩素量の回

復時期より15年以上早くなっていて、オゾン

全量への塩素・臭素濃度以外の影響(輸送など)

を示唆している。さらに、標準実験では、熱

帯を除きどの緯度帯でもオゾン全量の回復時

期は50hPa等価塩素量の回復時期より15年以

上早くなっている。これは、温室効果ガスの

増加に伴う成層圏寒冷化によるオゾンの増加

の影響である。  

 

 

 

 

 

 

図9. 化学輸送モデルによって計算された(a)オゾン

ホール面積の最大値と(b)オゾン全量の最低値の経

年変化。オゾンホール面積は、オゾン全量が220DU

以下の面積で定義される。■はTOMSによる観測値、

●は標準実験、○は気候固定実験の結果。  

 

図10. 50hPa等価塩素濃度が1980年レベ

ルに戻る時期（横軸）とオゾン全量が

1980年レベルに戻る時期（縦軸）との相

関図。グレーの数字が標準実験、黒の数

字が気候固定実験の結果を表す。１：60N

～90N、２：25N～60N、３：25S～25N、

４：25S～60S、５：60S～90S。 
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５）将来予測実験のオゾン濃度変化の子午面分布  

 図 11には、 2000年～ 2050

年、2050年～2100年の2つの

期間における、経度平均オゾ

ン 体 積 混 合 比 の ト レ ン ド

(ppbv/10年)の子午面分布（緯

度－高度断面）を示す。図中

には圏界面高度も示してい

る。気候固定実験の結果（上）

は、この期間の大気中のハロ

ゲンガスの減尐に伴うオゾ

ン量の増加を示している。増

加の極大は成層圏上部と南

半球高緯度の30～50hPa付近

にある。ハロゲンガスの減尐

が著しい 2000年～ 2050年の

期間の方が、 2050年～ 2100

年より増加が大きい。圏界面

高度の変化はほとんど見ら

れない。北半球の中・下部成

層圏には変動の激しい部分

があり、統計的な信頼性が低

くなっている。  

 標準実験の結果（下）は、

このハロゲンガス減尐の影

響の他に、温室効果ガス増加による温暖化（成層圏は寒冷化）の影響が含まれている。成層圏上

部のオゾン増加は、成層圏寒冷化による気相オゾン化学反応の温度依存性によってほぼ緯度に依

らず一様に増強されている。一方、低緯度の下部成層圏ではオゾン濃度の減尐が見られる。これ

は、赤道域の対流の活発化により対流圏からよりオゾン濃度の低い空気がより多く進入してくる

ようになったためと考えられる。流線関数の解析から、赤道域の対流の活発化が見られた。それ

に伴う対流圏海面の上昇も見られる。右側の気候固定実験と同様、2000年～2050年の期間の方が、

2050年～2100年よりオゾンの増加が大きく、下部成層圏では、オゾンの減尐する緯度範囲が主と

して北半球側に拡大されている。  

 

６）CCSR/NIESモデルの将来予測実験結果に関する特異性について  

 以上で述べたオゾン層の将来予測はCCMValの下に世界の他の研究機関でも行われ、その結果の

相互比較が行われている。CCSR/NIES化学気候モデルの結果が他の化学気候モデルの結果と異な

る点は以下のとおりである。  

ａ 温室効果ガスを1960年値に固定した実験では、温室効果ガスをシナリオに沿って増加させた

図 11：年平均・経度平均オゾン体積混合比のトレンドの緯度－高度断

面（ppbv/10 年）。気候固定実験の結果(上)と標準実験の結果（下）。

(a)(c)は 2000 年～2050 年のトレンド、(b)(d)は 2050 年～2100 年の

トレンド。実線の等値線は正の値（オゾンの増加）、点線の等値

線は負の値（オゾンの減尐）を表す。薄い影、濃い影は、それぞ

れ 95%, 99%の統計的有意な領域を表す。図中の○、×、△は、そ

れぞれ、1995 年～2005 年、2045～2055 年、2090～2100 年平均の

対流圏界面高度を表す。  
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実験よりもオゾンホールがほんの尐し大きくなる。  

ｂ 将来、大気の大循環が強まる傾向は他のモデルと同じだが、特に南半球中緯度でその傾向が

強い。  

これらの特異性は、両方とも、CCSR/NIESモデルでは南半球で将来大気の大循環（中高緯度では

中間圏や成層圏上部からの下降流）が強まる傾向が大きいことに関連していると考えられる。他

の大半のモデルでは、北半球の方で大循環が強まる傾向が強く、南半球ではその傾向が弱い。そ

れゆえ、これらのモデルでは温室効果ガスを増加させた場合、成層圏の冷却によって、南極の極

成層圏雲の増加がオゾンホールをより大きくする可能性がある。しかしながら、この温室効果ガ

ス増加によるオゾンホール拡大効果は小さいことが示されている（WMO2006 (2007)
2）の5章）。

CCSR/NIESモデルのこの特異性の原因の一つとしては、南極域の低温バイアスによって南半球極

夜ジェットが強すぎることが考えられる。それによって大気波動を介した温室効果ガス増加によ

る大気大循環の応答が、南半球に過剰に出る可能性がある。  

 

（３）今後の展望  

 以上みてきたように、下部成層圏のオゾン量は輸送の影響を複雑に受けるため、オゾン輸送を

担う大気循環の変動に係わる様々な因子（プラネタリー波、重力波、積雲対流など）の気候変化

のメカニズムを探ることが必要であることがわかった。それによって、オゾン層の将来予測の精

度を上げることが可能となる。  

現在の化学気候モデルで特に目立っていた熱帯圏界面付近の低温バイアスを除去するため、

IPCC-AR4に使われた大気大循環モデルMIROC3.2をベースとして新しい化学気候モデルの開発を

行なっている。図12に、図6と同様にこのモデルの気温の観測値からの差を示す。新しい気候モデ

ルではより高い放射スペクトル分解能と新しい吸収帯データベースを使用した放射スキームを搭

載しており、これによって熱帯圏界面付近の低温バイアスを除去することができた。これによっ

て、成層圏の水蒸気量も観測に近くなることが期待される。今後はこの新化学気候モデルによっ

てオゾン層回復のメカニズムを探っていく。  

 

図 12. 開発中の新化学気候モデル
の 1995～2005 年平均 6、7、8

月平均気温の観測値 (JRA25

データ )からの差の緯度－高
度分布図。実線はモデルの気
温の方が高い部分を表し、点
線はモデルの気温の方が低い
部分を表す。現化学気候モデ
ルの熱帯圏界面付近の低温バ
イアスが著しく改善された。  
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現在の化学気候モデルには含まれていない対流圏オゾン・対流圏化学過程や短寿命オゾン破壊

物質の影響などは、特に対流圏から空気が多く流入する熱帯において無視できないと考える。こ

のような影響も今後のモデル研究には取り入れていくべきであろう。  

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

 オゾン層将来予測モデル（化学気候モデル）を開発し、 IPCC-A1Bシナリオの温室効果ガス濃度

とWMO-Abシナリオのハロゲン濃度シナリオを使って、過去の再現実験と将来予測実験を行った。

モデルは過去に起こったオゾンホールや気象要素の過去25年間の変動をよく再現し、また、将来

予測においては、ハロゲン濃度のみならず、温室効果ガスの将来の濃度上昇がオゾン層の回復時

期に影響を及ぼす可能性を見いだした。さらに、その影響は、緯度によって異なることを示した。

オゾン層将来予測の精度を上げるためには、将来の気候変化や気象の変化によるオゾン輸送の変

化のメカニズムを解明することが必要であることがわかった。  

 

（２）地球環境政策への貢献  

１）環境省の平成 19 及び 20 年度「オゾン層等の監視結果に関する年次報告書」（平成 20 年 8 月、

平成 21 年 8 月）の作成にあたり、本研究で行ったオゾン層の将来予測モデル実験結果を資料とし

て提供した。  

２）環境省環境調査研修所での地球環境保全研修において、成果の一部を紹介した  

３）ウィーン条約締約国第 7 回オゾン調査管理者会合（2008 年 5 月、ジュネーブ）において、本

研究で行ったオゾン層の将来変動予測の研究成果の一部を紹介した。  

４）UNEP/WMOの「オゾン破壊に関する科学アセスメント（2010）」に研究成果の一部が引用さ

れた。また本サブテーマ担当者が共著者、査読者としてオゾンアセスメント取りまとめに貢献し

ている。  
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A-071 成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予測の不確実性評価に関する研究  

（４）太陽放射と極振動によるオゾン分布の変動解析に関する研究  

    

東京大学気候システム研究センター             高橋正明  

独立行政法人国立環境研究所  

大気圏環境研究領域     大気物理研究室        秋吉英治  

 

<研究協力者> 東京大学気候システム研究センター      山下陽介（現環境研PD研究員）  

       国立環境研究所 広域大気モデリング研究室  永島達也  

       国立環境研究所 大気物理研究室       中村 哲  

            

                     平成19～21年度合計予算額 12,064千円  

                    （うち、平成21年度予算額      3,952千円） 

※予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］北半球の成層圏大気中のオゾン分布は、太陽放射の変化による直接的影響に加え、冬季

に卓越する東西風偏差が太陽放射変動に関連して変化したことによる間接的な影響を受ける。冬

季における太陽放射の影響を、東西風偏差で特徴づけられる北極振動という立場で評価すること

を試みた。NCEP/NCAR再解析データを用いた解析的な研究の結果、初冬では太陽活動の違いによ

る対流圏下層の transientな擾乱の違いが北極振動の鉛直構造に重要な役割を果たすことが示唆さ

れた。中緯度成層圏における東西風の変調がdownward control（下方をコントロールする）という

メカニズムを通して、赤道域下部成層圏における下降流を引き起こし、オゾンが増加しているこ

とを見出した。太陽放射最大および最小条件の太陽放射固定実験の差から季節変化を調べてみる

と、東西風のアノマリーが極振動に対応していることが示唆され、さらにその影響が子午面循環

を通して太陽放射に伴う赤道域下部成層圏の温度（オゾン）アノマリーに連携していることを見

出した。  

成層圏オゾンの変動の対流圏への影響として、北半球下部成層圏での夏季のオゾンの増加と相

関の良い対流圏循環偏差を見出し、また化学気候モデルを用いた感度試験においてもオゾン増加

に対する対流圏循環の応答があることを見出した。また今後期待されるオゾンホールの縮小によ

り、单半球成層圏の高緯度の偏西風の弱化が認められ、その影響が対流圏にまで及ぶことを数値

実験から見出した。  

 

［キーワード］北極振動、太陽放射、オゾン分布、化学気候モデル、成層圏－対流圏相互作用  

 

１．はじめに  

成層圏オゾンの濃度や分布はオゾン層破壊物質をはじめとする化学物質濃度だけでなく、太陽

活動や火山活動、更には対流圏の大気場の変動等の影響を受けて変動する。一方、太陽短波の吸

収による成層圏でのオゾンの分解と再生は成層圏の重要な熱源となっており、成層圏のオゾン分

布は成層圏の気象や大気循環に影響を及ぼす。また成層圏オゾンの放射を介した大気場への影響
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は、卖に成層圏内だけの影響に留まらず、成層圏―対流圏相互作用により対流圏にも及ぶと考え

られる。しかしながら、対流圏の気象・気候の変動が成層圏オゾンの分布に及ぼす影響は無論の

こと、成層圏オゾン変動が成層圏ならびに対流圏の大気循環や気候に及ぼす影響やそのメカニズ

ムは充分には理解されていない。特に、これまでに気候変動の将来予測に使われた数値モデルの

多くは、モデル内でのオゾン濃度を外部パラメータとして与えており（または簡易なオゾン化学

のみで計算しており）、その結果、オゾン変動から放射を介した大気場へのフィードバックとい

う形でのオゾン―大気相互作用を表現していない。また、これまでの気候変動予測モデルはモデ

ル上端が低かったため（30～50km）、成層圏と対流圏の間の力学相互作用に重要なジェット気流

の変化を正しく計算できていない可能性もある。今後のオゾン層の変動と気候変動がどの様な形

で相互に影響を及ぼしあうかを理解する上で、オゾン変動と成層圏大気力学場、ならびにオゾン

変動と対流圏循環場の相互作用のメカニズムの解明が待たれている。 

例えば、太陽放射11年変動の影響では、太陽変動がオゾンによる加熱効果を通して成層圏での

单北方向の温度勾配を作り、その結果、極渦や大気循環（ブリューワ・ドブソン循環）の強さに

影響を及ぼすことで、成層圏内の気温分布や化学物質の輸送などに影響を及ぼす可能性がある。

また、赤道域上空のオゾンの鉛直分布に対する太陽変動の影響としては、（太陽活動の極大期－

極小期として）上部成層圏ならびに下部成層圏にピークを持つようなオゾンの増加が衛星観測デ

ータの解析から指摘されている。特に下部成層圏のオゾン増加は、太陽短波の影響による直接的

な影響（オゾン生成速度の増加）では説明できず、成層圏における放射と力学場との間での何ら

かの相互作用が関係している可能性がある。  

一方Thompson and Solomon (2000)
1)は、オゾンホール発達期の12～2月の期間（单半球の夏）に单

極大陸上空のジオポテンシャル高度が低下する傾向に加え、单極大陸周辺の西風の強化ならびに

单極大陸の地表気温が低下する傾向にあることを報告している。この例は成層圏でのオゾン分布

の変化を通した放射場や力学場への影響が対流圏に及んでいる可能性を示している。このことは、

今後期待されるオゾンホールの縮小が单半球の気候にも影響を及ぼし得ることを示唆している。  

 

２．研究目的  

太陽放射や極振動、更には対流圏気候と成層圏でのオゾン分布との間に存在する相関を調べる

ことで、成層圏オゾンの変動と成層圏の気象や循環の変動との相互関係や対流圏大気場と成層圏

オゾン分布との相互作用を調べた。具体的には、太陽放射11年変動による熱帯下部成層圏のオゾ

ン分布の変化の原因を成層圏における放射と力学の相互作用の観点から調べる。また、成層圏オ

ゾン分布の変動が対流圏内の循環にどの様な影響を及ぼし得るかを調べる。更に、オゾンホール

縮小期における成層圏の偏西風（極渦）の変化が対流圏の西風にどの程度影響を及ぼすかを調べ

る。以上の事例から、成層圏でのオゾン変動が成層圏ならびに対流圏の気象や循環場に及ぼす影

響の有無を明らかにすることを目的とした。  

 

３．研究方法  

太陽変動や極振動と成層圏大気循環との関連性を調べるために、NCEP/NCARやJRA25の客観再

解析データを用いた解析を行った。特に太陽活動の極大期（HS）ならびに極小期（LS）のそれぞ

れに対応させて、経験的直交関数を用いた主成分解析（EOF解析）をおこなう。解析期間は 
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1979-2005年、解析領域は  40-90
o
 Nの成層圏（10-200hPa）を主とした。またEOF解析は東西平均、

月平均のgeopotential height fieldに適用する。EOF解析の第一主成分の時系列EOF-1をとりだし、

様々な物理量を回帰させる。さらに東京大学気候システム研究センター(CCSR)と国立環境研究所

(NIES)で開発された化学気候モデルCCM (CCSR/NIES CCM)を用いて火山性エアロゾル、成層圏準

2年振動（QBO）、海面水温（SST）が太陽11年周期変動に与える影響や強制的に与えたオゾン変

化が対流圏循環に与える感度実験を行った。CCM数値実験としては、CCMVal-REF1標準実験（太

陽変動、QBO、火山性エアロゾル、SSTを観測に基づき与えた過去再現実験）、太陽活動などの要

因を個別に外すなどした感度実験を行った。太陽変動の影響を調べる実験では、統計的有意性を

あげるために、太陽定数を太陽放射極大期と極小期に固定し、それぞれ40年積分することでアン

サンブルの数をあげる固定実験も行った。  

成層圏オゾン場の変動と対流圏循環を調べる際には、衛星観測オゾンデータ、NCEP/DOE再解析

データを用いて、相関回帰分析により下部成層圏でのオゾンによる大気加熱が対流圏にどのよう

な影響を与えるのかを調べた。更に対流圏循環変化に対する成層圏オゾン変動の寄与を見積もる

ため、CCMを用い、成層圏オゾン増加に対応する感度実験を行った。  

オゾンホールの縮小が成層圏ならびに対流圏の循環に与える影響のモデル実験、CCMを用いた

数値実験を実施した。更にCCSR/NIES CCM以外の国内外の他のCCMによる数値実験結果も用いた

解析を実施した。なおCCM実験についてはCCMVal-REF2に基づく将来予測実験の結果を用いた。 

 

４．結果・考察  

（１）太陽変動ならびに極振動が熱帯下部成層圏の気温ならびにオゾン場に与える影響解析  

１）CCM感度実験  

11 年周期太陽変動に関わる赤道域成層圏オゾンと気温の変化は、衛星観測や再解析データなど

から調べられ、上部成層圏5hPa付近と下部成層圏80hPa 付近の2ヵ所で、太陽活動の極大期(High 

Solar：HS) にオゾン/気温が高濃度/高温、極小期(Low Solar：LS) に低濃度/低温傾向で、鉛直方向

 

図2．図1と同様（縦軸は圧力(hPa)）。但し、SONLY

実験の結果。 

 

図1．11年周期太陽変動に対応したオゾン変動(細

線) CNTL実験の結果。影は2σ以上の有意性がある

場所。 
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に2ヵ所のピークを持つことが報告されている(e.g. Hood et al., 1993
2)

; Scaife et al., 2000
3)

; Crooks 

and Gray, 2005
4)

)。このように赤道域で11年周期の太陽変動に関して気温変化が見られるため、中

緯度で单北の気温の勾配が変化することを通して、高緯度域での東西風が変化するなど、対流圏

からの波の伝播や子午面循環の変調を通して北極振動と関連することが予想される。  

CCMVal-REF1シナリオ実験で、オゾンの太陽変動重回帰係数は赤道域の5hPa付近と80hPa付近に

2つの明瞭な極大を示した。感度実験との比較により、上部成層圏5hPa付近の極大は、11年周期の

太陽変動による強制力によってほぼ説明されることが示された。これは、過去の研究と整合的で

ある。  

一方、下部成層圏80hPa付近に見られた太陽変動係数の極大には、主に火山性エアロゾルの強制

力が寄与していたことが示唆された。Austin et al. (2008)
5)では、解析期間を1960年まで延ばすと下

部成層圏の変動が小さくなることを示している。1960-2006年の期間でCCMVal2の下で行った実験

の結果では、80hPa付近の極大の大きさが1980-2000年の期間よりも小さくなった。1980年以前、2000

年以降の期間には大きな火山噴火が見られなかったため、長期間の解析により火山性エアロゾル

の影響を抑えられたものと思われる。図1は、REF1シナリオ実験で、重回帰の手法をもちいてオゾ

ンの太陽変動成分をとりだした結果であり、図2は火山噴火およびQBOの効果を取り除いた実験結

果である。赤道域下部成層圏80hPa付近のオゾン、温度変動に関して、この実験結果やその他の要

因を調べてみると、11年周期太陽変動は30%程度の寄与を示し、SSTの年々変動、QBOはほとんど

寄与していないことが示された。  

太陽変動に対応した温度のシグナルを図3、4に示す。オゾンアノマリーと同様に、30%程度の太

陽放射変動の寄与が見られ、オゾンアノマリーと整合的な結果になっている。ただ、温度アノマ

リーを作り出す力学的要因の一つである鉛直流に、太陽放射にともなう変動成分は統計的な有意

性がないため、太陽放射固定実験の長期ランをおこなった。これについては、３）節で述べる。   

     

図3. 標準実験における、温度の太陽放射成分        図4. 図3と同様。但し、SONLY実験の結果 

 

２）太陽放射による中高緯度成層圏における東西風変化     

 赤道域の太陽放射が強まると北半球の初冬には、上部成層圏で中緯度の西風が強まることが予

想される。図5は、CCMのREF1実験で計算した北半球初冬における東西風の太陽変動に伴う偏差、

図6は太陽放射の変化のみを与えたSONLY実験の結果を示す。北半球中緯度の正値の場所は、西風
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がHSで強くLSで弱い傾向にあることを示す。西風が北半球中緯度の上部成層圏で正値を示す構造

は、CNTLとSONLYで共通し、再解析データなどでも類似の構造をもつ。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5. 北半球初冬の東西風の太陽変動に伴う違い。  図 6. 北半球初冬の東西風の太陽変動に伴う違い。  

   CNTL 実験の結果。       SONLY 実験の結果。  

 

 このような東西風の差が、初冬においてのSolar fluxの極大と極小時での極振動の変動の仕方の

違いに関係していると示唆された。北極振動（AO）の変動と赤道域下部成層圏の温度アノマリー

との対応を確認するために、下記のような太陽放射固定実験をおこなった。  

 

３）太陽放射固定実験  

 太陽放射の強さを11年周期の最大時と最小時に固定して20年、おのおの2つのアンサンブルモデ

ル実験を実行し統計的有意性を高めることをおこなった。そのモデル結果を用いて、赤道域下部

成層圏の高温偏差と中高緯度上部成層圏の東西風偏差との関係を調べてみた。図7、8は初冬（12

月）におけるモデル応答の差を示している（実線はそれぞれ東西風偏差と温度偏差）。図7は東西

風偏差と大きく関わる惑星波動による西風加速の偏差、図8はそのときの残差循環偏差と下降流に

よる断熱的加熱の有意性も示している。これらの図は、赤道域下部成層圏での下降流と、中高緯

度成層圏東西風の正偏差や東西風の変曲による惑星波動フラックスの発散偏差との関係を示して

いる。すなわち、成層圏中緯度で東西風偏差があり、それに対応するように惑星波動フラックス

の発散がある（図7の20hPa, 50N付近）。このような中緯度での西風偏差に対応して子午面循環が

赤道方向を向き、その流れが赤道域下部成層圏においては下降流偏差になっている一つながりの

流れが示されている。この考えはdownward controlと呼ばれるメカニズムであり、すでにKodera and 

Kuroda (2002)
6)

 によって示唆されていたものであるが、東西風の最大値の強さのみでなく東西風

偏差にも依存していることを明瞭に示したものである。  
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図7. コンターは東西風偏差、矢羽根はE-P flux偏差、     図8. コンターは気温偏差、矢のついた線は  

影はE-P flux発散が有意性をもつ領域             残差循環、影は断熱加熱の有意性のある領域、 

         赤道域下部成層圏では断熱加熱  

 

４）極振動の季節変化  

中緯度の東西風変化に対応した極振動の偏差と、赤道域下部成層圏の温度アノマリーとの対応

をさらに詳しく調べるために、より短い時間スケール（季節内変動も含む）での大気応答を調べ

てみた。図9aは、JRA25再解析データを用いて、上に述べた重回帰の方法により抽出した太陽変動

にともなう東西風偏差の季節変化を示している。一方、図9bは太陽極大期と極小期の差で評価し

たものである。JRA25の結果では、時間スケールが幾分かの違いがあるものの、冬の初めに西風偏

差であり、晩冬では東風偏差になっている。化学気候モデルの結果でも、同様な性質が得られて

おり、再解析結果と矛盾しないが、幾分か季節内の変動がはやい。この共通した季節内変動は極

振動偏差の季節的変化を表しており、初冬、晩冬の太陽放射の効果が極振動変動の偏差に反映し

ており、太陽放射の強弱による極振動への影響であると考えられる。  

 

 

  図9a. JRA25データでの極振動偏差の季節変化    図9b. 太陽放射固定実験で現れる極振動偏差  
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太陽放射の差が、季節内振動である極振動に伴う波活動にどう関わっているかの解析結果の一

部が図10に示されている。図10aは、1月における波活動を示したものであり、1月の東風アノマリ

ーに対応して東風加速になっており、東西風と対応した波活動の様子が示されている。  

    

図10a. 1月における太陽変動に伴うE-P flux アノマリー  図10b.１月の子午面循環、赤道下部成層圏で  

  上昇流  

 そのときの、波活動のフラックス収束に伴う子午面内循環の偏差が図10bに示されている。図を

みると、これまで議論したメカニズムが、月平均場でも同様に見られることが分かる。すなわち、

1月では、中緯度での波による西風加速に対応して、赤道下部成層圏においては上昇流になってい

た12月とは逆向きとなっている。  

 図11aは、JRA25データを用いて、重回帰の方法により抽出した太陽変動にともなう赤道域温度

偏差の季節変化を示している。一方、図11bは太陽極大期と極小期の差で温度を評価したものであ

る。ただし、单半球の冬においても同じような力学が働いているので、1年をとおした図となって

いる。北半球の初冬の12月をみると、赤道域下部成層圏において温度偏差は正となり、統計的有

意性も見られる。一方、晩冬の方は、温度偏差は正アノマリーが小さい値になっている。  

 

図11a. JRA25再解析データでの赤道域温度の季節変化      図11b. 太陽放射固定実験での温度偏差  

 

(a) (b) 
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 温度偏差と力学的に関連する、赤道域での鉛直流偏差の季節変化を示したものが図12である。

より短い時間スケールも表現されており分かりにくいが、赤道域下部成層圏における下降流偏差

がみてとれる。それは、中緯度での平均東西風と惑星波動の相互作用の結果、赤道域下部成層圏

で初冬に下降流が起こる、これまでの説明とは矛盾しない結果となっている。  

 

図12a. JRA25データでの赤道域鉛直流偏差の季節変化   図12b. 太陽放射固定実験での鉛直流偏差  

 

図13は、化学気候モデルの太陽固定実験の結果であり、年平均の場において赤道域下部成層圏で

HS期に下降流偏差が示されており、気温の増加が認められる。これに対応する形で、オゾンの増

加が観測されたものと考える。  

 

図13. 太陽放射固定実験での、太陽変動に伴う年平均の循環と温度偏差を示す。影は断熱加熱率をしめす。

赤道方向の子午面内での流れと、赤道域下部成層圏での下降流が特徴である。  

 

５）太陽変動と極振動構造の関連性に関するNCEP/NCARデータの解析結果  

極域での気温や東西風と成層圏準2年振動（QBO）の位相や太陽変動との関係も指摘されている。

Holton and Tan (1980)
7)は成層圏準2年振動（QBO）が東風位相の時には冬期において、極温度が高

く、平均東西風が弱いこと、逆にQBOが西風位相の時は逆に極温度が低く、平均東西風が強い、
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と言った関係があることを指摘している。Labitzke (1987)
8)ならびにLabitzke and van Loon (1988)

9)

は、太陽活動のHSの時期に、QBOの位相に対応（東風位相／西風位相）して、北極30hPaの高度の

気温が高く／低く、かつ平均東西風が弱い／強い、と言う関係が晩冬（1～2月）に認められる事

を指摘している（Holton and Tanとは逆の関係）。一方、LS期にはHS期とは逆の対応関係にあるこ

とを示している（Holton and Tanと同じ関係）。更に、Naito and Hirota (1997)
10)は、初冬ではQBO

と極気温などとの関連性に有意性はないことを指摘している。  

Arctic Oscillation（北極振動：AO）の構造についてKodera and Kuroda (2000)
11)は、成層圏から対

流圏へとつながった（成層圏と対流圏でAOが同符号）ケースと、対流圏と成層圏が別々のケース

（成層圏と対流圏でのAOが逆符号あるいは成層圏のAOに対して対流圏でのAOが明確でない）の2

つに分類できることを指摘している。更にKodera and Kuroda (2005)
12)は、HS期の初頭においては

AOが対流圏から成層圏に伸びた構造に、逆にLS期では成層圏のみに構造が限られることを報告し

ている。  

そこで、冬期の成層圏の状況をAOと対応させつつ、赤道下部成層圏での太陽変動に伴う温度変

化（オゾン変化）について、AOと係る中高緯度成層圏の東西風との関連性の観点から調べた。  

HSでの初冬（11月と12月）のS-NAM（Stratospheric Northern Hemisphere annular mode。AOと同

じ）に回帰した東西風の回帰係数と相関係数の結果を図14に示す。HSの場合、西風アノマリー（正

のAO：西風が強くなっている状況）が有意に存在する。このとき、中高緯度のみでなく、熱帯域

下部成層圏においても有意な偏差が存在している。その構造は、下部成層圏において单北構造が

ほぼ±20°の範囲に伸びているなど、QBOに対応している。すなわち初冬において、QBO西風のと

き、AO西風アノマリーになり、晩冬とは逆センスの結果になっている (Kodera and Kuroda, 2005
10)

)。

しかも、AOに回帰すると統計的にも有意である。LS期の初冬の結果は、図15に示されている。HS

との違いは、対流圏まで下層に伸びていないこと、また熱帯下部成層圏では有意なシグナルを示

していないことである。  

 

図14. 1979～2005年の初冬、HSのS-NAM index

に回帰した東西風の回帰係数(contour)。相関係数

は、90％以上の有意性がある場所に影を付けた。 

図 15. 図 14 と同様。但し、初冬の LS の場合。 
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図16はHS初冬（11、12月）での、対応したS-NAMに回帰したEP-flux（矢羽根）とその発散、影は

発散の有意性を示す。対流圏の中では、成層圏から対流圏に伸びたAOに対応して、擾乱による西

風加速となっている（60N付近）。一方、成層圏では、東西風の減速（東風加速）となっている。 

 HSの初冬における、平均流生成のための波動の役割

を、周期10日より早い波動（ transient eddy）とゆっく

りした定常的な波動に分けて調べてみた。その結果、

対流圏では周期のはやい transient eddy が、成層圏では

定常波動が重要な役割をはたしていることが分った

（図は省略）。  

 さらに、対流圏下層のtransient eddyに関わる水

平 構 造 を 見 て み た 。 図 17 は 700hPa に お け る

transient eddyの振る舞いを示したもので、矢羽根

がactivity fluxを示し、高緯度での西風強化を示し

ている（白は西風アノマリーを示す）。西風加速

の高緯度領域で、東西平均すると図16に対応した

発散的状況を示している。  

 晩冬では初冬とは逆の応答をしめす。図18はLS

期における1月と2月のS-NAMに回帰した東西風

の回帰係数と相関係数を示したもので、図14に示

したHSの初冬のケースと良く似た、対流圏まで伸

びた応答となっている。なお季節性にこのような

特徴が得られ、成層圏の突然昇温と関係ありそう

だが、その原因についてはよく分かっていない。  

 

 

図 17. 700hPa における、HS 初冬の S-NAM

に回帰した wave activity flux（矢羽根）。

白は西風強化の場所、黒は西風弱化の場

所を示す。  

図 16. 図 14 と同様。但し、HS 初冬の S-NAM に

回 帰 し た EP-flux （ 矢 羽 根 ） と そ の 発 散

（contour）。発散の有意な領域に影を付けた。 

図 18 図 14 と同様。但し、晩冬の LS の場合。  



 

 

A-071-70 

（２）北半球夏季下部成層圏オゾン増加と対流圏低温化の関係 

成層圏のオゾンが成層圏気候に与える影響のうち、成層圏気候の年々変動に関しては、特に冬

季成層圏では極渦形成に代表される大気場変動による力学的要因が支配的であり、中高緯度での

オゾンによる加熱の役割は小さいことがわかっている。一方で、夏季における成層圏オゾンによ

る大気加熱の年々変動が成層圏の循環場にどの様な影響を及ぼすかについては幾つかの仮説が指

摘されているに留まっている。例えばKuroda et al. (2008)
13)は太陽活動活発期に生じる北大西洋振

動の冬季から夏季への持続に関して、冬の大気場変動により生じた下部成層圏のオゾン偏差が気

候メモリとして夏まで残り、夏季の成層圏、対流圏循環に影響することを示唆している。ここで

は、北半球夏季の下部成層圏のオゾン変動が、大気加熱を通して対流圏循環にまで影響を及ぼし

得るかについて調べた。  

観測データを解析した結果、下部成層圏でオゾン増加に伴う昇温が認められる。更に、対流圏

においても、中緯度付近にオゾンの年々変動と関連した気温低下が認められる（図19左）。対流

圏の気温変化に着目して、この時の対流圏での子午面循環偏差（図19右）を調べてみると、中緯

度で上昇流、高緯度で下降流となっていることが分る。このような循環偏差は圏界面付近の大気

安定度強化（図19右）による波動活動の変化（図省略）に起因するものと考えられる。  

 

図19. 観測データ。夏季（6-7-8月）中緯度下部成層圏オゾンの年々変動に対する回帰係数。 （左）

気温偏差、卖位[K]。（右）大気安定度、卖位[10
−6

/s
2
]。右図中矢印は子午面循環偏差を示す。細実

線は圏界面高度を示す。陰影は薄い順にそれぞれ90 95 99%の統計的有意水準を超えることを示す。 

 

 成層圏オゾン増加に伴う対流圏の子午面循環偏差（図20左）は、北緯60度付近に正偏差を持つ。

この单側では上昇流域であり、対流圏低温偏差を生じる原因となる。この時EP-fluxとその発散（図

20右）を見ると北緯60～75度の圏界面付近で強い収束偏差があり、平均東西風を減速している。

子午面循環の圏界面付近の单風偏差はこの減速強制に対する補償流として生じると考えられる。  
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図20. 観測データ。図1と同様に夏季の下部成層圏オゾン量に対する回帰係数。（左）残差子午面

循環の流線関数偏差で卖位は [10
8
m

2
/s]。（右）EP-flux発散で卖位は[m/s/day]。矢印はEP-flux偏差

を示す。 

 

同様の結果は、化学気候モデルを用いた感度実験でも得られた。感度実験では強制的にオゾン

を増加させた実験とさせない標準実験のアンサンブル平均差からオゾン増加に対する応答を評価

した。気温（図21左）ならびに子午面循環（図21右）ともに対流圏での応答は弱いものの、観測

データと同様の傾向が見られ、成層圏オゾン増加に起因する対流圏循環の変化を見積もることが

できた。 

 

図21. 数値実験。夏季（6-7-8月）中緯度下部成層圏オゾン増加実験と標準実験のアンサンブル

平均偏差（増加実験 － 標準実験）。それ以外は図1に同じ。 

 

 

（３）将来のオゾンホールの縮小に伴う单極成層圏における極夜ジェットの弱まりとその対流圏

への影響  

過去の单極大気の成層圏－対流圏相互作用としては、Thompson and Solomon (2002)
1)とGillett and 

Thompson (2003)
14)

 による過去の单極大陸の気温データの解析によって、1969年から2000年の32年
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図22. 12月－2月の偏西風の風速の将来変化の緯度－高度分布。矢印で

示してある緯度範囲の陰影の部分が、将来偏西風が弱まると予想され

る部分。他の陰影部分は逆に偏西風が強まると予想される部分。値は

2001年～2050年の間の10年あたりのトレンド（m/s/10年）で示されてい

る。また、黒実線は偏西風の風速分布を表す（10m/s間隔）。）A：化

学気候モデルの予想結果の平均。B：IPCC第4次評価報告書モデルの予

想結果の平均。化学気候モデルの結果は、偏西風の弱まりが大きく、

その弱まりが地表付近にまで達していることがわかる。  

の間、单極の地表付近では半島部を除き、温暖化ではなく寒冷化したことが示され、その一つの

有力な原因として、オゾンホールのような大規模なオゾン層破壊が、まず成層圏大気の気温と流

れとに影響を与え、その影響が地表面近くまで到達し、单極の寒冷化に影響を与えている可能性

が指摘された。  

一方、サブテーマ（３）では、化学気候モデル（CCM）を用いた過去再現実験から、オゾンホ

ールの発達期において、オゾンホールが極夜ジェットを強め、その結果、单極渦の崩壊時期を遅

らせる可能性を示した。またCCMによる将来予測実験から、今後の单極渦の崩壊時期がオゾンホ

ールの縮小に伴って、再び早まる方向に変化することが示された。これらの結果は、オゾンホー

ルの拡大・縮小と单極渦の強化・弱化が関連していることを意味している。  

サブテーマ（３）で得られた結果と過去の单極大陸の気温データの解析結果を合わせて考える

と、今後オゾンホールが消滅していく方向に向かうと予想されることから、極夜ジェットは現在

より弱まることが予想され、その影響は対流圏まで伝播する可能性を示唆する。そこで、この状

況を、CCMVal下で行われたオゾン層の将来予測実験(REF2実験)の世界の化学気候モデルの結果と

主として対流圏の気候の将来予測に用いられた IPCC-AR4モデルの結果との間で比較したところ、

両者の間に明確な違い

が認められた  (Son et al., 

2008)
15)。すなわち、フ

ロン・ハロンガスの規制

により期待される将来

のオゾン量の増加を与

えずに、または簡略化し

たシナリオデータとし

て与えて計算を行った

IPCCの将来気候予測モ

デルの結果と、現実に近

い成層圏と成層圏大気

中での詳細な化学反応

を入れた化学気候モデ

ルとの結果との間には

大きな違いを生じた。

IPCCモデルでは、单極

成層圏の偏西風の弱ま

りがわずかなのに対し、

化学気候モデルは将来

のオゾンホールの消滅

に伴う明確な偏西風の弱まりを示した。さらに、化学気候モデルの結果では、单半球成層圏の偏

西風の変化の影響が地表にまで明確に達していた（図22）。この違いを生じた理由として、①IPCC

モデルの上端の高度が低い（30～50km）ために、また、上端付近のモデルの鉛直分解能が粗いた

めに、成層圏圏－対流圏中のプラネタリー波の伝搬の仕方が現実と違ってきている可能性がある
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こと、②IPCCモデルでは成層圏のオゾン濃度の変化を外部データとして与えたため（一部のモデ

ルでは成層圏オゾン濃度は固定されて全く変化がない）、成層圏－対流圏のオゾンと気温や風と

の相互作用がないこと、の2つが考えられているが、現時点では詳しいことはわかっていない。こ

の節で示したSon et al. (2008)
15)の結果は、この逆の、オゾンホールが消滅に向かう将来に向けての

单極成層圏対流圏大気のトレンドを示したものである。  

図から单緯60度付近の西風トレンドは、10年あたり0.1 ms
-1なので、50年間で0.5 ms

-1となり、ま

た、この付近の地表の西風の強さが5 ms
-1程度ということを考慮すると、2050年くらいまでに地表

付近で約10％の西風の弱まりを生じることになる。西風の弱まりは物質輸送は勿論のこと、熱の

輸送にも影響すると考えられるが、具体的に单極の地表付近の気候へどのような影響を及ぼすか

は今後の課題である。  

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

 北半球の初冬における太陽放射の影響を、季節内変動としての北極振動との関係で調べてみた。

その結果、太陽放射が強い時、中高緯度域成層圏における東西風偏差と変曲により、赤道域下部

成層圏の鉛直流と結びついている。さらに、極振動が中緯度対流圏とつながるような構造を持っ

ていることが示唆されている。  

 北半球夏季の下部成層圏におけるオゾン増加が対流圏の循環に影響を及ぼすことを見出した。  

 今後期待されるオゾンホールの縮小により、单半球高緯度域での東西風の弱化がもたらされ、

その影響は対流圏下層にまで及ぶ可能性があることを指摘した。このことは、成層圏オゾンの長

期的な変化と対流圏気候との間で何らかの関連性が存在していることを示唆するものである。  

 

（２）地球環境政策への貢献  

成果の一部は現在取りまとめ中のUNEP/WMOの「オゾン破壊に関する科学アセスメント

（2010）」に引用された。  
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